
令和６年度 第四次富士市情報化計画実施状況一覧表
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1 1-1-1
市税のクレジッ

トカード納付

重点

事業
〇 収納課

クレジットカード納付などのキャッ

シュレス収納を追加し、納付チャネ

ルを拡大する。

実施中 運用・実施 運用・実施

QRコードを活用した

キャッシュレス納付

の推進（ウェブサイ

ト、ポスター、共通

用封筒の印字）を

行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

2 1-1-2
口座振替登録の

オンライン申請

重点

事業
〇 収納課等

市税等の口座振替登録申請をウェブ

サイト上で行えるようにする。
中止

市民ニー

ズに合わ

なくなっ

た

調査・基礎研究 中止

収納手数料検討会で

他市の導入状況を調

査検討を行ってきた

が、Ｒ８から導入さ

れるel-QRコードの

導入により、WEB登

録システムを導入し

ても利用者数が伸び

ないため。

終了（継

続しな

い）

変更なし

3 1-1-3

介護ワンストッ

プサービスの提

供

重点

事業
〇

介護保険

課

国が運営するマイナポータルのぴっ

たりサービスを用いて、要介護認定

申請など介護保険サービスの利用に

必要な手続をオンラインで行える介

護ワンストップサービスを提供す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

申請管理システムに

よる介護保険サービ

スに係る電子申請の

受付処理。

B
現状維持

の方向
変更なし

4 1-1-4
子育て支援アプ

リ運用実施

重点

事業
〇

こども未

来課

妊娠期から子育て期に使用する便利

な機能と、市からのお知らせなどの

情報を１つにまとめた、オールイン

ワンの「妊娠・子育て支援システ

ム」を導入し、令和４年度から運用

を開始する。

実施中 運用・実施 運用・実施

アプリを運用した。

また、アプリ内に子

育て関連イベントの

情報を掲載した。

B
現状維持

の方向
変更なし

5 1-1-5

子育てワンス

トップサービス

の提供

重点

事業

こども家

庭課、子

育て給付

課、保育

幼稚園課

マイナンバーカードを用いたオンラ

インで一括して手続が行える「子育

てワンストップサービス」のうち、

「子育て支援」に関するサービスの

提供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

児童手当9業務、児

童扶養手当1業務、

妊娠届出1業務につ

いて運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

6 1-1-6
電子申請システ

ムの運用

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

インターネットを利用した申請や手

続のオンライン化をより一層充実さ

せ、市民がいつでもどこからでも身

近に利用できるサービスの提供を進

める。

実施中 運用・実施 運用・実施

電子申請未導入の手

続について、オンラ

イン化に向け伴走支

援を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

7 1-1-7
市民通報システ

ムの運用

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

市道の損傷や公園遊具の不具合、ご

みの不法投棄について、市民がス

マートフォンの位置情報機能やカメ

ラを利用し、アプリ上でいつでもど

こからでも投稿することができ、ま

た、進捗状況や対応結果をアプリ上

で確認することができる。

実施中 運用・実施 運用・実施

投稿件数・会員登録

者ともに増加してい

る。

市民通報システムの

新たな活用方法を模

索した。

A
現状維持

の方向
変更なし

8 1-1-8

公共施設案内・

予約システムの

活用

継続

事業
〇

デジタル

戦略課

本市が所有する施設の利用（予約）

状況をインターネットに公開し、利

用者がいつでもどこからでも予約状

況を確認でき、一部施設においては

予約申請を行うことができるサービ

スを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・インターネット予

約申請受付施設の周

知を行い、インター

ネット予約の割合を

向上させる。

・継続運用を行うと

ともに、新システム

の導入を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

9 1-1-9
保育園等ICT化事

業

継続

事業
〇

保育幼稚

園課

令和３年４月より、公立園では園児

の登降園管理と職員の出退勤管理に

ついて、私立園では給付費等の請求

額の算出について、運用開始した。

これにより、利用者の利便性の向

上、保育士等の事務負担の軽減を図

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＩＣＴシステムの更

なる活用（キャッ

シュレス化、補助金

処理機能の検証、一

時預かり事業・こど

も誰でも通園制度で

のシステム活用検

討）

B
現状維持

の方向
変更なし

スケジュール

実績R6
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10 1-1-10
電子申告システ

ムの運用

重点

事業
〇

市民税

課、収納

課

eLTAX（エルタックス）によるイン

ターネットを利用した電子申告・申

請・納税のサービスを拡大する。個

人住民税の特別徴収納税額通知の電

子化など、機能を強化する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ｅＬＴＡＸ（エル

タックス）によるイ

ンターネットを利用

した電子申告・申

請・納税サービスを

拡大し、

個人住民税の特別徴

収税額通知（納税義

務者用）の電子化を

開始した。

C
現状維持

の方向
変更なし

11 1-1-11

映像通報システ

ムの導入及び運

用

重点

事業
〇

情報指令

課

 映像通報システム（機能：スマー

トフォンGPS測位位置情報の取得、

指令センターと通報者間での映像や

動画ファイルの送受信、ドローンか

らの映像受信、受信した映像の共有

等）を導入し消防業務に活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用状況の確認

運用方法の再検討、

見直し

C
現状維持

の方向

重点事業

⇒継続事

業

12 1-1-12

防災情報アプリ

（防災ヘルプ

サービス）の導

入

重点

事業
〇

防災危機

管理課

避難行動要支援者の個別避難計画を

作成する機能や緊急時に避難要請を

行い支援者とマッチングする機能に

加え、ハザードマップの確認機能や

同報無線情報の通知機能を搭載した

富士市専用の防災アプリケーション

を導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

一般利用者、避難行

動要支援者の利用促

進のため、様々なメ

ディアやツールを活

用した啓発や説明会

の開催を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

13 1-1-13

市政記録写真等

データ管理・共

有システム

推進

事業
〇

シティプ

ロモー

ション課

10数万点ある市政記録写真を管理す

るとともに、データ利用者の申請・

承認をシステム内で行う。写真だけ

でなく、映像やイラストなども管

理・共有することができる。

また、セキュリティ対応がとられて

いるため、安心してシステムを使用

できる。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和6年4月から導入

に向け作業を進め、

9月から運用を開始

した。写真データや

映像ファイル、イラ

ストデータ等を効率

よくシステム内に登

録し、著作権や肖像

権に配慮するため的

確に管理した。

B
現状維持

の方向
変更なし

14 1-1-14

防犯カメラを活

用した子どもの

見守り体制の強

化

推進

事業

市民安全

課

町内会や町内会連合会、まちづくり

協議会が設置する通学路防犯カメラ

について、静岡県と本市が1/3ずつ

を負担する補助制度

実施中 運用・実施 運用・実施

通学路防犯カメラ設

置事業費補助金制度

の施行を通じた地域

による防犯カメラ設

置に対する支援（令

和6年度実績：3団体

5台）

令和7年度は、予算

通りの台数の防犯カ

メラが設置できるよ

う、管理報告等にお

いて、町内会の負担

を軽減していく。

B
現状維持

の方向
変更なし

15 1-1-15
ほっとデジタル

相談・ふじ

重点

事業
〇

学校教育

課

児童生徒に配備している１人１台端

末を活用し、いじめや家庭、学校生

活の悩みなどを24時間気軽に相談で

きるようにするための窓口を開設す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムの運用

・悩み、相談の受付

・相談者への返信

B
現状維持

の方向
変更なし

16 1-1-16

原動機付自転車

等標識交付申請

のオンライン化

推進

事業
〇 市民税課

電子申請による原動機付自転車等の

標識交付申請について、郵送で課税

標識(ナンバープレート)を送付す

る。

実施中 導入準備 運用・実施

来庁することなく、

ご自宅のパソコン、

スマートフォンから

いつでも申請ができ

る。郵送料の負担は

あるが、平日、市役

所へ行けないような

方の登録方法の拡大

を図る。

対象車種：原動機付

自転車用（特定原付

除く）

B
現状維持

の方向
変更なし
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17 1-2-2
キャッシュレス

決済の拡大

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

既にキャッシュレスを導入済みの市

税や証明書の交付手数料などに加

え、現金収受を行っている証明書等

交付手数料についてキャッシュレス

決済を進める。また、現金払として

いる施設の使用料や納付書払として

いる保険料などについても調査・研

究し、スマートフォンアプリ決済や

クレジットカード決済などのキャッ

シュレス決済の導入を順次進め、市

民の利便性の向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・キャッシュレス決

済を運用するととも

に、導入を検討して

いる所属と、導入に

向けた打合せを行っ

た。

・収納方法検討会議

において、国の

eLQRの活用に向け

た動きについて情報

収集を行った。

A
拡大・拡

充の方向
変更なし

18 1-2-3
証明手数料の

PayPayでの支払

推進

事業
〇 収納課

証明手数料について、PayPayでの支

払を行えるようにする。
実施中 運用・実施 運用・実施

利用拡大のためPRを

行った
B

現状維持

の方向
変更なし

19 1-2-4
旧公図・旧台帳

のデジタル化

推進

事業
収納課

紙及びマイクロフィルムで保管して

いる旧図面や旧台帳をデジタル化

し、検索システムの構築及び運用を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

旧土地台帳・旧家屋

台帳マイクロフィル

ムのデジタル化

B
現状維持

の方向
変更なし

20 1-2-5
ウェブ通訳シス

テムの導入

推進

事業
〇

市民活

躍・男女

共同参画

課

タブレット端末を使用し、多言語で

のテレビ電話通訳や機械翻訳が可能

なウェブ通訳システムを導入する。

これにより、通訳者がいないために

お互いの意思疎通を手探りで進めて

いる窓口対応の問題を解消する。

実施中 運用・実施 運用・実施

外国人市民の窓口対

応の際、ウェブ通訳

システムを利用して

通訳の人材確保が困

難な場合の通訳の充

実を図った。6年度

の主な実績はウクラ

イナ避難民の相談対

応。

B
現状維持

の方向
変更なし

21 1-2-6

証明書手数料等

キャッシュレス

決済の運用

推進

事業
〇 市民課

証明書交付等手数料について、

キャッシュレス決済による運用を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用における入金管

理、調定処理などを

適切に管理した。

キャッシュレス決済

利用率：8.0％（1月

末現在）

B
現状維持

の方向
変更なし

22 1-2-8
おくやみ窓口の

運用

継続

事業
〇 市民課

死亡後の手続について、申請書類の

一括作成や手続のワンストップ化を

行い市民サービスの向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施
おくやみ窓口の運

用・実施
B

現状維持

の方向
変更なし

23 1-2-9
発券機システム

の運用

継続

事業
〇 市民課

感染症対策など市民課待合ロビーの

混雑回避を図るため、混雑状況を

ウェブで確認できる機能や携帯電話

にメール等で順番を知らせる呼出機

能を装備した発券機システムを運用

する。

実施中 運用・実施 運用・実施
発券機システムの運

用
B

現状維持

の方向
変更なし

24 1-2-10

道路台帳等窓口

閲覧環境等の構

築

重点

事業
〇

建設総務

課

タッチパネル方式のモニタ（端末）

を活用して（窓口カウンターに設置

し）、来課者自らが容易に操作し、

道路台帳等を閲覧できるサービスを

導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

システム情報の更

新、窓口での運用、

地図データの更新を

予定通り行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

25 1-2-11

開発登録簿窓口

閲覧環境等の構

築

重点

事業
〇

建築土地

対策課

タッチパネル方式のモニタ（端末）

等電子機器を活用して（窓口カウン

ターに設置し）、来課者自らが容易

に操作し、道路台帳等を閲覧できる

サービスを導入する。

実施中 要件調査・導入検討 要件調査・導入検討

導入検討を行い予算

要求したが全額カッ

トされた

C
現状維持

の方向
変更なし

26 1-2-12
こども医療費助

成事業の電子化

重点

事業
〇

子育て給

付課

こども医療費助成事業に関する申請

について、電子申請を可能とする。
実施中 運用・実施 運用・実施

新規申請等の電子申

請について、継続し

て運用を開始した。

B
現状維持

の方向
変更なし

27 1-2-13
空き家バンク運

営

継続

事業

住宅政策

課

空き家利用希望者の登録の電子申請

に加えて、物件登録の電子申請化を

研究します。

実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究

必要書類は、空き家

バンク物件の安全性

を確保するために必

要なため、メール等

デジタルを媒介とし

たやり取りを可能と

している。

B
縮小・縮

減の方向
変更なし
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28 1-3-1

マイナンバー

カードを活用し

たサービスの拡

充

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

マイナンバーカードを活用した行政

サービスを拡充することによりカー

ドの普及を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

健康保険証とマイナ

ンバーカードの紐づ

け支援を実施し、マ

イナンバーカードの

利用促進等に努め

た。また、マイナン

バーカードを活用し

たサービスについ

て、国等の説明会や

事業者ヒアリングに

て情報収集を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

29 1-3-2

マイナンバー

カードの健康保

険証対応（国保

及び後期）

重点

事業
〇

国保年金

課

令和４年10月予定の健康保険証一体

化により、医療機関や薬局に設置さ

れたカードリーダーにマイナンバー

カードを読み込ませた後、顔写真で

本人確認をすることにより健康保険

証の提示が不要となる。

実施中 運用・実施 運用・実施

被保険者証とマイナ

ンバーカードの紐づ

け作業の支援。

B
現状維持

の方向
変更なし

30 1-4-1
最適な情報提供

手段の見直し

重点

事業

シティプ

ロモー

ション課

ウェブサイト、メールサービス、

SNS、スマートフォンアプリ、コ

ミュニティFM放送、コールセン

ター、防災行政無線など、市民に情

報提供している手段について、その

役割・性質、対象者に応じた仕組み

の見直しを随時実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

最適な情報発信手段

で、利用者に市の情

報を届けられるよ

う、発信手段の特性

などを研究した。

B
現状維持

の方向
変更なし

31 1-4-2

防災（災害）情

報の複数メディ

ア一斉配信

推進

事業

防災危機

管理課

防災ラジオで使用しているアナログ

形式の電波は、国の方針により電波

の使用許可が取り消される可能性が

あるため、これを念頭に新たな情報

伝達手段を検討する。また、現在、

同報無線（メール）、防災ラジオに

配信している防災情報を、複数のメ

ディアにワンオペレーションで一斉

配信するシステムを構築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

複数メディア配信シ

ステムを活用し、複

数の情報媒体に対す

る一斉情報配信を実

施している。Twitter

からXへの仕様変更

に対応し、新たに配

信を開始した。

A
現状維持

の方向
変更なし

32 1-4-3
SNSの運用・充

実

推進

事業
〇

シティプ

ロモー

ション課

SNSの特性を活かし、市民との双方

向の交流や市民同士の意見交流・情

報共有を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

既存のツールを適切

に管理するととも

に、機密漏洩、個人

情報流出などのリス

ク管理も行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

33 1-4-4
動画等コンテン

ツの充実

推進

事業

シティプ

ロモー

ション課

本市の情報を動画等を使って効果的

に伝える。
実施中 運用・実施 運用・実施

現状利用している

サービスの運用を継

続することとした上

で、新たな技術によ

るサービスについて

研究した。

A
現状維持

の方向
変更なし

34 1-4-5

コンテンツマネ

ジメントシステ

ムの評価・改善

推進

事業

シティプ

ロモー

ション課

平成26年度に導入したコンテンツマ

ネジメントシステムの評価を行い、

改善につなげる。

実施中 運用・実施 運用・実施

市ウェブサイトへ有

益な情報を掲載でき

るよう努めるととも

に、令和7年5月に運

用を開始する新しい

コンテンツマネジメ

ントシステムの導入

に向け取り組んだ。

B
現状維持

の方向
変更なし

35 1-4-6
ふじタウンマッ

プの運用

推進

事業

デジタル

戦略課

インターネットを利用した地図上

で、施設の情報、防災情報、都市計

画情報、バリアフリー情報、食育情

報・基準点情報・認定路線網図を掲

載し広く公開を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
内水浸水想定区域図

マップを追加した。
B

現状維持

の方向
変更なし

36 1-4-7
道路情報電子化

事業

推進

事業

建築土地

対策課

建築基準法第42条に規定する指定道

路等の情報をGIS上で整備するとと

もに、建築確認申請等に必要となる

道路情報の一部を、ふじタウンマッ

プにて公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・ふじタウンマップ

への位置指定道路

（42条1項5号）情報

の掲載

B
現状維持

の方向
変更なし
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37 1-4-8

ふじタウンマッ

プによる下水道

台帳の公開

推進

事業

上下水道

営業課

現在、上下水道営業課及び下水道施

設維持課の窓口で公開している下水

道台帳について、市民や事業者がイ

ンターネット上で情報入手できるよ

う、ふじタウンマップ上で公開す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
データ搭載。利用促

進。利用件数管理。
B

現状維持

の方向
変更なし

38 1-4-9

ごみ分別アプリ

「さんあ～る」

の運用

継続

事業
〇

廃棄物対

策課

ごみ出し日の通知、ごみの分別一覧

表、ごみの分け方便利帳、お知らせ

機能などが搭載したスマートフォン

用アプリ「さんあ～る」を通して、

富士市のごみに関する情報を発信す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ダウンロード数

34,000件を達成

リサイクルマップの

機能追加

B
現状維持

の方向
変更なし

39 1-4-10
ＳＭＳ催告シス

テムの運用

継続

事業
〇 収納課

SMS（ショートメッセージサービ

ス）催告システムを運用し、市税の

初期滞納者に対する納税勧奨を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

SMS（ショートメッ

セージサービス）催

告システムを運用

し、市税の初期滞納

者に対する納税勧奨

を行なった。

B
現状維持

の方向
変更なし

40 1-4-11

ふじタウンマッ

プによる水道管

網図の公開

推進

事業

水道工務

課、水道

維持課

現在、水道維持課の窓口で公開して

いる水道管網図について、市民や事

業者がインターネット上で情報入手

できるよう、ふじタウンマップ上で

公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ふじタウンマップの

水道管網図のデータ

更新。

B
現状維持

の方向
変更なし

41 1-4-12

ふじタウンマッ

プによる消防水

利位置情報の提

供

継続

事業
警防課

消防水利の位置情報をインターネッ

ト上に公開し、自主防災会や消防団

等が参照できるようにする。地域の

防災力向上を図るため、ふじタウン

マップにより情報公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

消防水利の位置情報

の公開

掲載情報の適宜更新

A
現状維持

の方向
変更なし

42 1-4-13

ICTを活用した文

化財情報発信事

業

推進

事業
〇 文化財課

博物館ウェブサイトに文化財課の

ページを追加するなど、文化財情報

の充実を図るほか、静岡県の文化財

情報を発信するポータルサイト「レ

ガシズ」などの活用を通して市内外

に広く本市の文化財の魅力を発信

し、現地を訪れてもらえるようにす

る。また、SNSや動画で最新の文化

財情報を発信していく。

実施中 要件調査・導入検討 要件調査・導入検討

しずおか文化財ナビ

「レガシズ」に、文

化財に係るイベント

スケジュールを随時

掲載中。文化財課の

XとInstagramにて、

最新情報を発信中。

他市町の情報発信の

手法について研究を

している。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

43 1-4-14
消防団アプリの

導入

重点

事業
〇

消防総務

課

消防団員個人の携帯電話に、消防団

専用アプリをインストールし、消防

団の現場活動強化及び事務負担の軽

減を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和６年度富士市消

防団の活動支援とし

て、出動指令通知、

出動状況の把握、現

場情報の共有、事後

の事務処理までのプ

ロセスをアプリで一

元管理し、効率のよ

い消防団活動及び消

防団事務の実現を目

指すため、消防団ア

プリの導入を実施し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

44 1-5-1
ハザードマップ

の電子化

継続

事業

防災危機

管理課

ハザードマップを電子化し、市ウェ

ブサイトに公開する。
実施中 運用・実施 運用・実施

ふじタウンマップの

管理、運用(情報シス

テム課予算)

B
縮小・縮

減の方向
継続事業⇒推進事業

45 1-5-3

ワンストップ総

合窓口システム

の運用

継続

事業
市民課

運用中のワンストップ総合窓口シス

テムを、関係法令改正などにより必

要に応じて改修を行い、継続して運

用していく。連携する部署の事務の

制度改正などにも対応していく。

実施中 運用・実施 運用・実施
総合窓口ｼｽﾃﾑの運

用・維持管理
B

現状維持

の方向
変更なし

46 1-5-4
斎場予約システ

ムの運用

継続

事業
市民課

利用者が斎場の空き状況の確認・予

約を行えるシステムを運用する。
実施中 運用・実施 運用・実施

予約システムの運

用・実施
B

現状維持

の方向
変更なし

47 1-5-5

コンビニ交付に

よる証明書交付

サービスの提供

継続

事業

市民課、

収納課

マイナンバーカードを利用し、コン

ビニにおける住民票の写し、印鑑登

録証明書、戸籍全部（個人）事項証

明書、税証明書などの交付サービス

を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

証明書コンビニ交付

サービスによる発行

通数

：80,000件（見込）

C
現状維持

の方向
変更なし
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48 1-5-6
スポーツ関連情

報の提供

継続

事業

文化ス

ポーツ

課、交流

観光課

スポーツ施設の予約状況やスポーツ

関連イベント・大会などの開催情報

を市ウェブサイトを活用し情報提供

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウェブサイトに市の

スポーツイベントや

スポーツ施設の予約

状況を公開した。

新予約システム稼働

に伴い、システムの

マニュアル作成や説

明会などを実施し、

問合せ対応も行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

49 1-5-7

避難行動要支援

者名簿システム

の運用

継続

事業

福祉総務

課

災害時に支援が必要となる市民の情

報を一元管理する。
実施中 運用・実施 運用・実施

データ整備、情報提

供
B

現状維持

の方向
変更なし

50 1-5-8
バリアフリー

マップの運用

継続

事業

障害福祉

課

公共・民間施設のバリアフリーに関

する情報を公募し、現況確認を行っ

た上、市ウェブサイトで公開。ふじ

タウンマップで市民に情報公開す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

電子申請フォームを

作成し、情報収集の

体制を整えた。

C
現状維持

の方向
変更なし

51 1-5-9

食育応援団マッ

プによる食育情

報の提供

継続

事業

地域保健

課

地元の食材を販売・使用している店

舗や食育体験活動などに取り組んで

いる事業所・団体などを、ふじタウ

ンマップで市民などに情報提供す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムを運用して

情報提供を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

52 1-5-10
富士市自然環境

マップの活用

継続

事業

環境保全

課

環境学習などに利用してもらうた

め、生き物の生息・生育情報の提供

を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
環境教育における基

礎資料としての活用
B

現状維持

の方向
変更なし

53 1-5-11

技能者の育成に

関する情報の発

信

継続

事業

商業労政

課

ふじマイスター「匠人」の事業内容

やマイスターの情報をウェブサイト

で情報発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

キッズジョブなどで

マイスターものづく

り教室を実施し、

LOGOフォームを活

用し広く参加者の募

集をおこなうほか、

ウェブサイトでの情

報発信を行った。

A
現状維持

の方向
変更なし

54 1-5-12

都市計画情報

マップによる都

市計画に関する

情報の提供

継続

事業

都市計画

課

ふじタウンマップにより様々な都市

計画情報を視覚的にわかりやすい

マップ形式で、また、庁内の担当課

窓口にて情報を閲覧及び有償で印刷

できるサービスを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・都市計画の決定・

変更に伴い、データ

を正確かつ速やかに

更新した。

・都市計画基本図に

ついて、市域南西部

の更新を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

55 1-5-13
屋外広告物規制

地域情報の提供

継続

事業

建築土地

対策課

屋外広告物の規制地域図をふじタウ

ンマップ上で公開し、屋外広告物の

規制地域を市民・事業者にわかりや

すく表示する。

実施中 運用・実施 運用・実施
掲載内容の変更や修

正はなかった。
B

現状維持

の方向
変更なし

56 1-5-14

認定路線マップ

による認定路線

情報の提供

継続

事業

建設総務

課

認定路線に関する情報をインター

ネット上で公開し、認定路線の位置

及び幅員などの道路情報を視覚的に

分かりやすく表示するとともに、道

路台帳図として印刷できるサービス

を提供する。ふじタウンマップで市

民に情報公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

市民や事業者の利便

性と、情報の正確性

を高めるために、道

路事業等による認定

路線の更新情報につ

いて、速やかに掲載

内容に反映した。

B
現状維持

の方向
変更なし

57 1-5-15

ふじタウンマッ

プによる街区基

準点情報の提供

継続

事業

建設総務

課

国が設置して市に移管された、街区

基準点の情報をウェブサイトで公開

して、情報を視覚的にわかりやすく

表示するとともに、印刷ができる

サービスを市民や事業者に提供す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
街区基準点の情報公

開
A

現状維持

の方向
変更なし

58 1-5-17

富士市立博物館

収蔵品データの

情報公開

継続

事業

文化財課

（博物

館）

富士市立博物館収蔵品に関する情報

をデータベースにて一括管理し、イ

ンターネット上で一部を市民に情報

公開している。

実施中 運用・実施 運用・実施

前年度までに整理が

完了した未入力デー

タを追記し更新す

る。

B
現状維持

の方向
変更なし
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59 1-5-18

図書館の資料検

索・予約システ

ムの運用

継続

事業

中央図書

館

オンラインによる資料検索・予約シ

ステムを運用し、貴重資料のデジタ

ルアーカイブ化を進める。また、電

子書籍やオーディオブック等の電子

資料の閲覧システムを導入し、市民

がいつでも容易に図書館資料を利用

できるサービスを提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

資料検索・予約のオ

ンラインシステムの

運用。デジタルアー

カイブ化資料の作

成・公開。電子書籍

貸出サービスの運

用、オーディオブッ

クの導入と運用。資

料購入

B
現状維持

の方向
変更なし

60 1-5-19
会議録検索シス

テムの運用

継続

事業

議会事務

局

本会議、常任委員会、特別委員会の

会議録の閲覧、検索システムを運用

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

本会議、常任委員

会、特別委員会の会

議録の閲覧、検索シ

ステムを適切に運用

した。

C
現状維持

の方向
変更なし

61 1-5-20
本会議生中継・

録画配信の運用

継続

事業

議会事務

局
本会議の生中継・録画配信を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

本会議の生中継・録

画配信をスマート

フォン等、様々なデ

バイスから閲覧でき

るように適切に実施

した。また、委員会

等もユーチューブに

よる生中継・生配信

を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

62 1-5-21
税額試算システ

ムの運用

継続

事業
市民税課

市民が、パソコンやスマホを使って

自宅から住民税の税額試算、ふるさ

と納税限度額の確認ができる税額試

算システムを導入する。

また、このシステムを利用すること

で自宅のプリンターから住民税申告

書を印刷し、申告時にそのまま提出

することができる体制を整える。

実施中 運用・実施 運用・実施

申告会場における税

額試算システムの案

内チラシの配布やふ

るさと納税に係る問

合せの際の同システ

ムの案内等により周

知を図り、令和6年

中のページビュー数

は28,050件となっ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

63 2-1-1
GIGAスクール構

想の推進

重点

事業
〇

学校教育

課

小中学校における高速大容量のネッ

トワーク環境の構築及び児童生徒一

人一台端末の整備をする。

実施中 運用・実施 運用・実施

・個別最適な学びと

協働的な学びの充実

を図るため、岳陽中

学校を研究校に指定

し、研究を推進し

た。

・教員のICT活用指

導力の向上を図るた

めに、学校訪問にお

ける指導助言や研修

等を充実させた。

C
現状維持

の方向
変更なし

64 2-1-2

富士市立高等学

校校内LAN整備

事業

重点

事業
〇

富士市立

高等学校

ICT機器を活用した教育を推進する

という国のGIGAスクール構想におけ

る高等学校の整備目標を達成させる

ため、学習活動で使用する教室等に

高速・大容量通信に対応できるLAN

環境を整備する。

実施中 運用・実施 運用・実施
整備した機器の運

用・保守を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

65 2-1-3

富士市立高等学

校ICT教育推進事

業

重点

事業
〇

富士市立

高等学校

ICT機器を活用した教育活動を推進

するため、ICT機器を計画的に整備

し維持管理する。令和4年度から始

まる新学習指導要領に合わせ、更新

時期を迎える特別教室に配置してい

る機器や教員用機器を更新する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校務用パソコンシス

テムのリース及び保

守、情報処理室等授

業用ICTシステムの

リース及び保守

A
現状維持

の方向
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66 2-1-4

富士市立高等学

校遠隔・オンラ

イン教育推進事

業

重点

事業
〇

富士市立

高等学校

国のGIGAスクール構想に基づき、全

生徒に１人１台端末を整備し、校内

における教育活動はもとより、家庭

学習においてもICT機器を活用でき

るよう環境整備を進める。また、感

染症等により学校が休業となった場

合、全生徒が同じ環境で学習活動が

できるよう貸出用端末などを整備す

る。このほか、国内の遠隔地や海外

とオンラインでつながる教育活動を

展開するため、オンライン教育に必

要なハードやソフトを整備する。

実施中 運用・実施 運用・実施

校内組織の情報図書

課が主体となり、夏

休み等を利用して操

作研修等を実施し

た。

AI活用教材の導入に

よりAIに関する理解

が深まるとともに教

材の提供業者である

ソフトバンク社の協

力により校外研修の

機会を設けることが

できた。

C
現状維持

の方向
変更なし

67 2-1-5

看護学生へのデ

ジタル技術を活

用した学習支援

継続

事業
〇

看護専門

学校

デジタル技術を活用した高度な教育

が提供できる環境を整備する。
実施中 運用・実施 運用・実施

C-ラーニング、ナー

シングチャンネル、

電子黒板や教育用電

子カルテの導入・等

ICTを活用した学修

支援

B
現状維持

の方向
変更なし

68 2-1-6

GIGAスクール構

想の推進（環境

整備）

継続

事業
〇

学校教育

課

小中学校での授業や家庭学習等にお

いて、一人一台端末を活用した学習

を促進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・１人１台端末を子

供が学び方の１つと

して選択できるよう

な授業づくりが各校

で推進された。

・1人１台端末の活

用が当たり前の授業

となるような環境整

備、運用を行った。

・ネットワークの更

新に向けて検討を始

めた。

A
現状維持

の方向
変更なし

69 2-2-1
災害時における

ドローン活用

推進

事業
〇

防災危機

管理課

災害発生時にドローンの映像を災害

対策本部においてリアルタイムに視

聴できるシステムを導入する。ま

た、ドローンで撮影した画像を、同

システムで地図上に重ね合わせ、住

家被害認定調査資料を作成するな

ど、災害時におけるドローンの活用

を推進する。

実施中 運用・実施 運用・実施

津波浸水想定区域を

対象とした飛行訓練

を民間企業と連携し

て実施し、その効果

や課題等について検

証を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

70 2-2-2
シティプロモー

ションの推進

重点

事業
〇

シティプ

ロモー

ション課

富士市ブランドメッセージ「いただ

きへの、はじまり 富士市」専用

ウェブサイトの充実を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ブランドプロジェク

ト専用ウェブサイト

を運用するととも

に、市ウェブサイト

との整合性を検討

し、一元化に向けた

研究をした。

B
縮小・縮

減の方向
変更なし

71 2-2-4

中小企業向け

DX・テレワーク

推進事業

重点

事業
〇

産業支援

課

本市はテレワーク推進都市の実現を

目標に掲げ、市内企業に対しテレ

ワークの導入を推し進める。また、

テレワークの導入推進のためには、

DX化も同時に進める必要がある。

そのため、市内企業のテレワーク導

入及びDX化を進めるための施策を展

開していく。

実施中 運用・実施 運用・実施

社内DX推進人材育成

講座を計４回実施し

た。またテレワーク

推進サイトを通し

て、テレワークに関

するする周知を行っ

た。さらにフリーア

ドレス化補助金を実

施した。

A
縮小・縮

減の方向
変更なし

72 2-2-6

IT導入支援事業

者等立地促進事

業補助金

重点

事業
〇

産業政策

課

市内への中小等のIT導入支援事業者

（国事業における登録を要するITベ

ンダー）の立地を促進する補助制度

を創設する。

実施中 運用・実施 運用・実施

市内に立地したＩＴ

導入支援事業者に対

して補助っ金を交付

した

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

73 2-2-8

新富士駅コワー

キングスペー

ス・シェアオ

フィス整備

重点

事業
〇

産業支援

課

新富士駅（ASTY新富士）に個室や

会議室を備えたコワーキングスペー

ス・シェアオフィスを整備し、運営

は民間事業者に委託する。

実施中 運用・実施 運用・実施

新富士駅に進出した

事業者と市内事業者

の連携事業への補助

を実施（採用方法の

DX化支援）。また運

営者への補助を実

施。体験ツアー参加

者への補助を実施。

B
縮小・縮

減の方向
変更なし
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74 2-2-9
産業支援セン

ターの有効活用

重点

事業

産業支援

課

地域産業支援センターの支援内容や

相談予約、企業支援情報など、市内

事業者が情報を得やすい環境を整え

るため、ウェブサイトを構築する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＤＸセミナーを積極

的に行ったことで、

事業者のＤＸ化に寄

与できたと考えてい

る。また、事業者支

援システムや当セン

ターウェブサイトも

随時更新しており、

機能を充実させた。

B
現状維持

の方向
変更なし

75 2-2-10
消防活動用ド

ローンの導入

継続

事業
〇 警防課

ドローンは、機体性能の向上により

消防防災分野においても全国的に導

入が進み、令和３年７月の熱海市土

砂災害においても、その効果が確認

された。令和３年４月１日現在、全

国724消防本部中263消防本部

（36.3%）に消防活動用ドローンが

配備されている。

消防本部は、令和４年度から赤外線

画像等による高い情報収取能力を備

えた消防活動用ドローンを導入し、

防災危機管理課の遠隔情報共有シス

テムと連携させることで、災害時に

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・二等操縦士国家資

格３人取得

・定期訓練及び特別

訓練実施

・実災害９件対応

A
現状維持

の方向
変更なし

76 2-2-11 SDGs推進事業
推進

事業
企画課

SDGs未来都市の取組として、プ

ラットフォームを発足させるにあた

り、ポータルサイトを作成する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・不具合なく大規模

改修を２回行った

（プロジェクトエッ

グ成⾧記録、クラウ

ドファンディング型

の多段階ゴール対

応】

・新規情報の掲載

B
現状維持

の方向
変更なし

77 2-2-12
公衆無線LAN環

境の検討

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

公共施設などの公衆無線LAN環境に

ついて研究する。
実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究

公衆無線ＬＡＮの市

民向けアンケートを

実施し、ニーズ調査

を行った。結果分析

後、市庁舎・消防防

災庁舎で富士市フ

リーＷｉ-Ｆｉの運用

を開始した。

B
現状維持

の方向
変更なし

78 2-2-14

まちづくりセン

ターのデジタル

通信環境整備

推進

事業
〇

まちづく

り課

貸与端末として、まちづくりセン

ターにおける無線を利用したイン

ターネット環境の提供のため、モバ

イルルーターの整備のほか、まちづ

くりセンター利用者がオンライン会

議や情報発信を可能とするため、タ

ブレットの整備を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

地区の会議や自主グ

ループの活動等で、

タブレット端末や

ルーターを活用し

た。

各地区まちづくり協

議会が、タブレット

端末やルーター等を

用いてSNSを開設し

情報発信を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

79 2-2-15

認知症高齢者保

護情報共有シス

テムの運用

推進

事業
〇

高齢者支

援課

事前登録した情報を照会できる個別

番号及び二次元バーコードを記載し

たシールを徘徊高齢者等に配布し、

身に付けてもらうことにより、行方

不明となった際に二次元バーコード

を読み取った発見者との間でイン

ターネット接続環境下において通信

し、徘徊高齢者等の早期の保護に努

める。

実施中 運用・実施 運用・実施

警察担当者への説

明・協力依頼、また

地域包括支援セン

ターとも連携した。

啓発チラシの見直し

をし、よりわかりや

すいものとした。

B
現状維持

の方向
変更なし
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80 2-2-16
ICTを活用した特

定保健指導

推進

事業

国保年金

課

特定保健指導では、毎年繰り返し対

象となる方や電話連絡のつかない方

が年々増加していることに加え、コ

ロナ禍により対面指導の実施が難し

い状況であることから、ICTを活用

したオンラインによる対面指導を行

い、対象者が保健指導を利用しやす

い環境を整備する。令和３年11月、

静岡県の「保健指導遠隔実施市町モ

デル事業」に応募した。令和４年度

は、前年度に引き続き、効果検証等

を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

直営にてLINEを活用

した保健指導を開始

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

81 2-2-17

高齢者の保健事

業と介護予防等

の一体的な実施

推進

事業

国保年金

課

高齢者を対象に、KDB（国保データ

ベース）システム等から、健康課題

を把握・分析し、支援する対象者を

抽出し、関係団体との協力のもと、

高齢者に対する個別的支援（ハイリ

スクアプローチ）や、通いの場等へ

の積極的な関与（ポピュレーション

アプローチ）双方を行い、保健指導

や健康相談等を通じ、高齢者を医療

サービスにつなげる。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内会議の開催等、

前年度と同様の内容

で実施。

B
現状維持

の方向
変更なし

82 2-2-18
交通系ICカード

の導入検討

推進

事業

都市計画

課

公共交通の利便性を向上させるた

め、公共交通機関に交通系ICカード

決済機器の導入検討を行う。

完了 運用・実施 運用・実施

コミュニティバス

（しおかぜ、みなバ

ス、こうめ、うるお

い、ぐるっとふじ

（夜）、モーニング

シャトル、ふじかぐ

やの湯線）への交通

系IC決済機の導入が

完了したことを確認

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

83 2-2-19

文化会館会議室

の公衆無線LAN

環境の整備

継続

事業
〇

文化ス

ポーツ課

富士市文化会館の会議室（１～４及

び特別会議室）の利用者にモバイル

ルーターの貸出を行う。令和６年度

以降は、令和３年度から令和５年度

までの運用実績や通信技術の発展等

を踏まえ、対応を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

運用・実施、会議室

以外の施設等も含め

た通信体制整備の検

討

A
現状維持

の方向
変更なし

84 2-2-20
ふじ健康ポイン

ト事業

継続

事業
〇

健康政策

課

スマートフォンアプリ上で、歩数の

記録や獲得したポイントの集計、抽

選による報奨の配達処理までを自動

で行う。また、健康に関する様々な

コンテンツを利用者に対して提供す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

広報ふじ、市ウェブ

サイト、市公式

SNS、地方新聞等、

様々な媒体を通じて

ＰＲを実施した。9

月15日～10月14日の

間、web広告を実施

した。そのほか、市

内公共施設、金融機

関、コンビニ、薬局

等でポスターを掲示

したりチラシの配架

や地区のイベントに

出向きＰＲを行った

A
現状維持

の方向
変更なし

85 2-2-22

バーチャルライ

ド用コースの活

用

重点

事業
〇

交流観光

課

日本一の富士山へ上る登山ルート

3776のルートを模した、バーチャル

サイクリングコースを作成し、全国

のサイクリストへ発信する。同様

に、富士市の景色を一望できるキウ

イマラソンのコースも同様にバー

チャルライドコースとして作成す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

作成したコースを公

開し、いつでも利用

できる状態にしてい

る。

サイクルステーショ

ン利用者にバーチャ

ルライドのＰＲを

行っている。

B
現状維持

の方向
変更なし

86 2-2-23
最先端医療機器

の導入

継続

事業
〇

病院総務

課

高度急性期医療を担う地域の基幹病

院として、市民に最先端医療の提供

をするため、計画的にAI・遠隔ロ

ボット等の最先端医療機器の導入を

行う。

実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究
最先端医療機器の導

入を検討した。
B

現状維持

の方向
変更なし
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87 2-2-24

ふるさと納税制

度による寄附額

の拡大

重点

事業
〇

産業政策

課

ビックデータを活用した情報分析と

それに基づいたデジタルマーケティ

ングを実施し、本市ふるさと納税の

寄附額増加を図るため、専門的な知

識や豊富な実践経験等のある民間事

業者から企画提案を受け、業務を委

託するものである。

合わせて、富士市に地縁が出来た人

がその場で寄附が出来る手段とし

て、ふるさと納税自販機を引き続き

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・各ポータルサイト

のキャンペーンや年

末商戦に合わせた検

索連動型広告の実

施。

・本市のふるさと納

税返礼品を紹介する

メルマガの配信。

・富士川楽座にて自

販機のPRを実施。

A
現状維持

の方向
変更なし

88 2-2-25

テレワーク推進

サイト運用等事

業

重点

事業
〇

産業支援

課

首都圏の企業やワーカー向けに、専

用ウェブサイト及びSNSにて情報の

発信を行う。またデジタルマーケ

ティングを実施し、富士市を知らな

い人にも情報を届ける。

完了 運用・実施 運用・実施

・テレワーク推進専

用ウェブサイトの更

新及び運用

・デジタルマーケ

ティングの実施

・SNSでの情報発信

A

終了（継

続しな

い）

89 2-2-26

デジタルツール

を活用したCNF

オープンイノ

ベーション促進

事業

重点

事業
〇

産業政策

課

市内企業のデジタルオープンイノ

ベーション拠点を活用したCNFの用

途開発の加速化、オープンイノベー

ション手法の導入・有効活用

実施中 運用・実施 運用・実施

・デジタルオープン

イノベーション拠点

の活用に関するコン

サルティング支援

・共創パートナーを

見つけるための効果

的な自社技術・製品

等のPR広報

・共創、協業相手の

探索やマッチング

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

90 2-2-27

デジタル社会に

おける女性の社

会進出支援

重点

事業
〇

市民活

躍・男女

共同参画

課

女性を対象に、デジタルスキルを習

得する機会を提供する。
実施中 運用・実施 運用・実施

女性を対象にデジタ

ルスキルを習得する

講座を実施し、就業

の獲得や所得の向上

を図った。

A
現状維持

の方向
変更なし

91 2-2-28

CNF関連イベン

ト等におけるデ

ジタル技術活用

事業

重点

事業

産業政策

課

静岡県は、県内のCNFに関する拠点

を富士市に位置付けており、県と連

携し「ふじのくにセルロース循環経

済展示会」等のCNF関連イベントを

開催している。これらのイベントに

対し、ビジネスにつながる効果的な

ターゲットの集客・誘客を図るた

め、ＣＮＦ等の関連イベントや首都

圏等における大規模展示会来場者を

対象に、スマートフォン位置情報等

を活用したマーケティングツールを

活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・幕張メッセ、東京

ビッグサイト、イン

テックス大阪におけ

るイベント来場者の

スマートフォンの位

置情報や検索履歴を

もとに、ターゲット

を絞った広告を発信

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

92 2-2-30

ものづくり力交

流フェア（デジ

タル分野）

重点

事業
〇

産業支援

課

隔年開催のものづくり力交流力フェ

アにおいて、DX専用のゾーンを創設

し、企業の出展やイベントを実施す

る。

完了 導入準備 運用・実施

ＦｕｊｉʷＤＸマッ

チングＤａｙ２０２

５を実施し、１８５

人が来場し、市内企

業に対してIT・DXの

紹介を実施。また、

スペースサイエンス

体験ゾーンも設置

し、45組の家族に対

し、先端デジタル技

術の紹介を実施し

た。

B

終了（継

続しな

い）

93 2-2-31

中心市街地の

キャッシュレス

化推進

重点

事業
〇

商業労政

課

中心市街地として定めた富士駅周辺

地区及び吉原地区の2地区のＴＭＯ

と連携し、キャッシュレス決済の普

及率の推進を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

「地域通貨研究会」

の委員として、地域

通貨の導入を検討し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし
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94 2-2-32
企業立地促進事

業

推進

事業

産業政策

課

ネットを利用し、企業が必要とする

用地面積や希望価格、条件などを収

集するとともに、市が関与する工業

用地について、視察に近い動画デー

タを作成する。

実施中 導入準備 導入準備

企業からの引合情報

の取得については、

一般公開は企業名を

伏せても情報提供し

にくいとの意見があ

り、職員の目で情報

を精査し、不動産事

業差等にメール等で

提供することとし

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

95 2-2-33

テレワークを活

用した就労支援

業務、複業人材

活用導入支援業

務

推進

事業

商業労政

課

市内企業に対し、テレワークを活用

した雇用が可能であれば、短時間就

労等の提案を行うほか、複業人材を

活用する市内中小企業等を1社選定

し、オンラインを活用しながら伴走

型支援を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

複業人材活用導入支

援事業者（株式会社

亰王）を１社選出

し、７月から12月ま

で、オンラインを活

用しながら本事業受

託業者が伴走型支援

を行った。今後、本

事業についての事例

報告会を開催予定。

B

終了（継

続しな

い）

変更なし

96 2-2-34
キャリア教育事

業

推進

事業

商業労政

課

対象者は、富士市内の小中高等学校

の児童、生徒及び市内企業の経営

者、従業員

①キャリア教育授業のコーディネー

ト支援

・学校からの要請を受け、総合学習

等の時間を活用したキャリア教育の

授業のコーディネートを支援する。

②市内企業のキャリア教育対応力向

上を図る支援

・組織内の階層別に勉強会、セミ

ナーを行う。

〔若年従業員向けセミナー・従業員

向けキャリア教育勉強会・経営者向

けセミナーなど〕

実施中 運用・実施 運用・実施

小、中、高等学校か

らの要請を受け、

キャリア教育の授業

のコーディネートを

支援を3社で行って

いる。また、若年従

業員向けセミナー、

経営者向けセミナー

なども実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

97 2-2-35

子連れコワーキ

ングモデル推進

事業

推進

事業

こども未

来課

複合型子育て拠点「みらいてらす」

では、親が子どもを見ながら仕事や

作業等ができる「子連れコワーキン

グスペース」を設置しており、施設

の利用促進及び多様な働き方実践支

援等を行うことにより、「子育てと

仕事を両立しながら、適度に働きた

い」というニーズに対応した、新し

いコンセプトを提案し、発信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

施設運営管理支援、

施設利用促進・賑わ

い創出、施設を拠点

とした子連れコワー

ク推進

A
現状維持

の方向
変更なし

98 2-2-36

まちづくり活動

におけるデジタ

ル化の促進

重点

事業
〇

まちづく

り課

リモート会議やＳＮＳ、地域コミュ

ニティ向け情報共有アプリ等の利用

など、まちづくり活動のデジタル化

を行政と地区団体が協働で促進す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・広報講座の開催

（計4回、参加者19

名 延べ参加者58

名）

・まちづくり協議会

活性化補助金の交付

・まちづくり活動推

進一括交付金

B
現状維持

の方向
変更なし

99 2-2-37

富士駅北口駅前

公益施設整備事

業

推進

事業

市街地整

備課

富士駅北口に新たに整備する公益施

設に、公共交通情報やまちの情報を

発信するデジタルサイネージを設置

するとともに、テレワークに対応し

たワークスペースや次世代のデジタ

ル人材等を育成する「ものづくり

STEAMラボ」を整備する

実施中 要件調査・導入検討 要件調査・導入検討

施設の基本設計が完

了し、スタディ＆

ワークスペース、も

のづくりSTEAMラボ

等、諸室の面積、場

所等決定

B
現状維持

の方向
変更なし

100 2-2-38
まちなか拠点形

成事業

重点

事業
〇

市街地整

備課

ウォーカブルなまちなか空間の形成

に向け、来街者の人流や属性等の

データを取得するための手法を検討

する

実施中 調査・基礎研究 導入準備

手法を比較し、見積

を徴取した

デジタル機械を活用

した調査の実施に向

け令和７年度予算に

反映

B
現状維持

の方向
変更なし
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101 2-2-39
移住支援に関す

る取組

重点

事業

シティプ

ロモー

ション課

オンライン会議ツールを活用した移

住相談会や

セミナーを開催する。

テレワークの実施に伴い東京圏から

移住する人を対象に移住に伴う経費

の一部を補助する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・先導的テレワーク

移住者支援補助金の

運用

・東京圏在住者向け

ウェブ広告の実施

・オンライン相談会

の実施

B
現状維持

の方向
変更なし

102 2-2-40

富士山登山ルー

ト3776事業運

営・管理業務

重点

事業
〇

交流観光

課

富士山登山ルート3776の事業につい

て、民間事業者が運営するスタンプ

ラリーアプリ「ヤマスタ」を活用

し、挑戦者の申込受付やバッジ・達

成証等の発送、問い合わせ対応等、

ルート3776事業全般の運営・管理を

委託する。

実施中 運用・実施 運用・実施

スタンプラリー実施

期間

（令和6年5月25日～

11月24日）

参加者数：1,838人

訪問数：3,600日

A
現状維持

の方向
重点事業⇒継続事業

103 2-2-41

高機能マップシ

ステムの導入検

討

推進

事業

交流観光

課

デジタルマップを用いて、まちの観

光スポットや魅力を発信する高機能

マップシステムの導入を検討する。

実施中 導入準備 導入準備
導入に向けた調査研

究
B

拡大・拡

充の方向
変更なし

104 2-2-42

高齢者向け公共

交通回数券事業

の段階的デジタ

ル化

重点

事業
〇

市民安全

課、福祉

総務課

 公共交通回数券事業の継続に向

け、公共交通機関の事務作業工数を

削減することを目的として、回数券

のデジタル化を推進する。 ただ

し、利用者の属性を考慮し、第１段

階では回数券管理のデジタル化と金

融機関を中心とした回数券処理体制

の構築により、公共交通機関の負担

減を目指す。

 購入者のアンケート結果などを踏

まえ、紙回数券と併用できるアプリ

開発を行う。アプリ開発後、小売

店、薬局、病院などが利用者を対象

としてポイントを交付する仕組みの

展開を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・回数券事業が実施

できた。

・購入者向けの移行

アンケートを実施し

たが、アプリを希望

する利用者がごく少

数（6.6%)のため、

アプリ開発は先送り

とし、地域通貨研究

会の研究を俟ちた

い。

A
現状維持

の方向
変更なし

105 2-3-1
オープンデータ

の提供・活用

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

本市が保有する各種情報を、静岡県

が運営する「ふじのくにオープン

データカタログ」に公開し、二次利

用を促進する。機械判読に適した

データ形式で、二次利用が可能な利

用ルールで公開する。

実施中 運用・実施 運用・実施

新規公開にかかる

データの収集、公開

作業を行うととも

に、オープンデータ

についてのイベント

に参加し他自治体や

民間企業と意見交換

を行った。

また、BIツール

（Tableau）で作成

したダッシュボード

を公開した。

B
現状維持

の方向
変更なし

106 2-3-3
設計書情報提供

システムの運用

推進

事業
〇 総務課

工事等の金入り設計書について、こ

れまでの公文書公開制度に基づく対

応に替え、システムを導入すること

により、ウェブサイトを利用した非

接触型の情報提供を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事等の金入り

設計書に係るネット

ワーク利用による申

請者への迅速な情報

提供

B
現状維持

の方向
変更なし

107 2-3-4
ビッグデータの

提供・活用

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

ビッグデータについて分析手法、効

果などの研究を進める。
実施中 運用・実施 運用・実施

・BIツール

（Tableau）の導入

・データ利活用研究

会の設置

・データ利活用推進

員を対象とした研修

の実施

・データ利活用ガイ

ドラインの作成

・データダッシュ

ボードポータルサイ

トの構築

B
現状維持

の方向
変更なし

108 2-3-5

建設工事におけ

る情報共有シス

テムの活用

継続

事業
〇

建設総務

課

建設工事において、受発注者間で工

事書類などの情報を交換・共有する

システムを活用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事において、

受注業者とシステム

を介した情報共有を

行った。

B
現状維持

の方向
変更なし
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109 2-3-6

新たなモビリ

ティサービス

（MaaS・自動運

転など）の導入

検討

重点

事業
〇

都市計画

課

快適な移動サービスを提供する「Ｍ

aaS」や自動運転による交通サービ

スなど新たな輸送サービスの導入に

向けた研究・検討を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

AIオンデマンドバス

「のるーとふじ」の

運行を継続するとと

もに、ＭａａＳアプ

リ「ジョルダン乗換

案内」との連携を実

施した。ひまわりバ

スのAIオンデマンド

化を支援した。自動

運転バスの公道実証

運行を実施した。ふ

じＭａａＳ推進協議

会を開催した。

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

110 2-3-7

バスロケーショ

ンシステム情報

の利便性の向上

推進

事業
〇

都市計画

課

交通事業者と協働で、情報の共通

フォーマット化を図るとともに、イ

ンターネットによりバスの運行状況

等の情報を公開するほか、市内の主

要な交通結節点や公共施設に表示器

を設置する。

実施中 運用・実施 運用・実施

交通事業者によるバ

スロケーションシス

テムの運用、GTFS

化の検討

B
現状維持

の方向
変更なし

111 2-3-8
製造業デジタル

技能伝承

重点

事業
〇

産業支援

課

中小製造業が持ち合わしている個々

の技能について、後継者不足でその

承継が課題となっており、デジタル

を活用して、承継を進めていく。

完了 運用・実施 運用・実施

・製造業4社に対

し、製造技能マニュ

アルの作成をAI自体

にさせたり、多言語

化での活用等の実証

を実施。

B

終了（継

続しな

い）

112 2-3-9

デジタル技術を

活用した集約・

連携型都市づく

りの推進

重点

事業
〇

都市計画

課

・３Ｄ都市モデルの構築及び可視化

環境の整備

・３Ｄ都市モデルを活用した災害シ

ミュレーション等の実施

・デジタル都市データを活用した都

市構造の分析

・分析結果（一部）のオープンデー

タ化

実施中 導入準備 運用・実施

・デジタル都市デー

タを活用した都市構

造分析及び分析結果

のオープンデータ化

を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

113 2-3-11
生活習慣モニタ

リング事業

重点

事業
〇

健康政策

課

Web等を活用し、食生活調査等の生

活習慣のモニタリングを行い、健康

づくりに役立つヒントを個々に

フィードバックすると共に、収集し

たデータを施策に活用する方法を研

究する。

（静岡社会健康医学大学院大学

（R4.5は静岡県の委託事業）が行っ

ている「健康寿命延伸のための市町

別生活習慣等のモニタリング」研究

の活用）

実施中 運用・実施 運用・実施

オンラインでの打ち

合わせ、調査の周

知・実施、データ活

用のための研修会受

講

B
現状維持

の方向
変更なし

114 2-3-12
次世代技術の活

用研究事業

推進

事業
〇

デジタル

戦略課

第５世代移動通信システム5Gやeス

ポーツ、メタバースなど、様々な分

野における次世代技術の活用可能性

を検討する。

実施中 調査・基礎研究 要件調査・導入検討
事例収集、活用可能

性の検討を行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

115 2-4-1

デジタル格差解

消のための産学

官民連携事業

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

富士市ITサポーターという制度を設

け、動画コンテンツ等の再利用性が

高いものを教材として作成し、一定

の研修を修了した学生等の市民をサ

ポーターと認定する。認定したサ

ポーターには、スマートフォン教室

等の講師や補助員を務めてもらう。

また、スマートフォンに苦手意識の

ある高齢者等を対象に、スマート

フォン教室やスマートフォン相談会

を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

基礎講座、応用講座

及び相談会を25地区

で延べ52回開催し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

116 2-4-2

「やさしい日本

語」支援ツール

の運用

重点

事業
〇

市民活

躍・男女

共同参画

課

市ウェブサイトを「やさしい日本

語」に変換するツールを導入するこ

とにより、市から発信される情報を

素早く的確に外国人市民へも伝える

ことができるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

「やさしい日本語」

変換ツールを活用

し、市のウェブサイ

トの情報を、母語が

異なる多くの外国人

市民に伝えることが

できるよう進めた。

B
現状維持

の方向
変更なし
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117 2-4-3

QRコード活用外

国人向け通知閲

覧サイトの開設

重点

事業
〇

市民活

躍・男女

共同参画

課

市民宛に発送される通知に記載され

たQRコードからアクセスができる、

通知内容を多言語で確認できる専用

のウェブサイトを開設する。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語通知照会ウェ

ブサイトにより、外

国人市民が、市から

発送される通知に記

載されたQRコードを

利用し、専用ウェブ

サイトから、多言語

化された通知の内容

を確認できるよう運

用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

118 2-4-4
メール配信サー

ビスの多言語化

推進

事業
〇

シティプ

ロモー

ション課

メール配信サービスを多言語化し、

外国人市民の情報格差の解消を図

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

多言語化対応可能な

メールサービスにつ

いては、各メール配

信の所属担当者が

メール配信を行う

際、多言語化の対応

をしている（10種類

のうち、7つ対

応）。

C
現状維持

の方向
変更なし

119 2-5-1

富士市災害情報

共有システムの

構築

継続

事業

防災危機

管理課

平成25年の災害対策基本法の改正に

伴い、災害時には市の判断で被災者

台帳を作成することが規定され、災

害情報共有システムを構築した。

令和４年度以降は、これまでに構築

したシステムについて、関係法令の

改正等に基づくシステムの更新や運

用管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
導入したシステムの

運用、更新
B

現状維持

の方向
変更なし

120 2-5-2

市ウェブサイト

のアクセシビリ

ティの確保

継続

事業

シティプ

ロモー

ション課

障害者や高齢者などにも使いやす

い、便利で役立つサイトであるよう

運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署で作成した

ページのアクセシビ

リティについて、確

認・修正を行うとと

もに、庁内ルールが

徹底できるよう、

CMS研修を開催し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

121 2-5-3
電子入札システ

ムの活用

継続

事業

契約検査

課

建設工事（設計金額130万円以上）

及び建設関連業務委託（設計金額50

万円以上）について、電子入札によ

り執行する。

実施中 運用・実施 運用・実施

建設工事（設計金額

１３０万円以上）及

び建設関連業務委託

（設計金額５０万円

以上）について、電

子入札による執行を

継続した。

A
現状維持

の方向
変更なし

122 2-5-4

認知症徘徊高齢

者探索システム

の運用

継続

事業

高齢者支

援課

行方不明になるおそれがある認知症

高齢者を介護している家族に、位置

情報検索端末（GPS）を貸与し、認

知症による行方不明高齢者の早期発

見、事故防止を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

ふじパワフル85計画

Ⅶ（Ｒ6～8）におい

て、認知症施策の一

つに位置付け、事業

の継続。

A
現状維持

の方向
変更なし

123 2-5-5

地域包括支援セ

ンター支援シス

テムの運用

継続

事業

高齢者支

援課

地域包括支援センターと市をネット

ワーク化し、センター間及び市福祉

保健部門との情報連携を図ることに

より、地域の高齢者が介護保険など

公的サービスのみならず、イン

フォーマルなサービスを含む多様な

社会資源を適時適切に活用できるよ

うに支援する。

実施中 運用・実施 運用・実施
現行システムの運用

継続
C

現状維持

の方向
変更なし

124 2-5-6

TMO・商工団

体・中小商業者

等との情報交流

の支援

継続

事業

商業労政

課

各団体や組織でそれぞれウェブサイ

トを所有し、情報発信は行っている

ことから、行政が統一的な情報ネッ

トワークを構築することについて

は、必要はないと思われる。ただ

し、各団体との情報共有を図ること

や、情報発信の効率化を高めること

は必要であり、また、行政の支援策

の周知についても、ウェブ上で積極

的に行う必要がある。

実施中 運用・実施 運用・実施

「富士市まちなかに

ぎわい情報局」によ

り、関係団体の事業

の情報を発信した。

B
現状維持

の方向
変更なし
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125 2-5-7

労働・雇用情報

の積極的な発信

及びICTを活用し

た相談業務

継続

事業

商業労政

課

ハローワーク富士の求人情報、内職

の求人情報、勤労者向けの各種利子

補給制度、最低賃金改正のお知ら

せ、ほか労働・雇用に関する情報を

市ウェブサイトへ掲載する。また

SNSをイベントや制度の周知に活用

する。ICTを活用した相談業務を実

施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

昨年度に引き続き、

ハローワーク富士の

求人情報、内職の求

人情報、勤労者向け

の各種利子補給制

度、最低賃金改正の

お知らせ、ほか労

働・雇用に関する情

報を市ウェブサイト

へ掲載した。また

SNSをイベントや制

度の周知に活用し

た。ICTを活用した

相談業務を実施し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

126 2-5-8
産業交流展示場

の有効活用

継続

事業

商業労政

課

富士市産業交流展示場ふじさんめっ

せは、平成20年から本市の産業交流

を目的とし、市委託事業及び自主事

業の実施、指定管理者による施設の

管理運営などが行われている。引き

続き、携帯メールマガジンやツイッ

ターなどの新たなコミュニケーショ

ン・サービスを導入するなど、ICT

を活用した情報発信について検討し

ていく。

実施中 運用・実施 運用・実施

市のウェブサイトや

ＳＮＳにより情報発

信を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

127 2-5-9
観光プロモー

ションの推進

継続

事業

交流観光

課

観光看板や各種パンフレットなどに

富士山観光交流ビューロー等のウェ

ブサイトのQRコードを積極的に掲載

し、観光客が手軽に観光情報を得ら

れるための環境を整備する。また、

国内外の旅行者に対するICTを活用

した効果的な情報発信や継続的なコ

ンテンツの更新に努める。

実施中 運用・実施 運用・実施

logoフォームを活用

したパンフレット請

求や提出書類の受付

を継続して実施。外

国人も利用できるよ

う、英語版の申請

フォームも整備。

また富士市ウェブサ

イトや各事業の関連

サイトのQRコードを

パンフレットやリー

フレットに掲載。

B
現状維持

の方向
変更なし

128 2-5-10
土地利用情報の

提供

継続

事業

都市計画

課

ふじタウンマップ及び庁内の担当課

窓口において、低・未利用地の現況

統計情報をマップ形式で提供する。

実施中 運用・実施 運用・実施

ウエブサイトにおい

て、低・未利用地情

報を公開した。

B
現状維持

の方向
変更なし

129 2-5-11

土地区画整理事

業完了地区の座

標値発行業務

継続

事業

市街地整

備課

国土調査法19条５項の指定を受けた

土地区画整理事業完了地区の測量成

果（座標値）の電子化を図り、地籍

管理システム（地籍フォーマット

2000）で閲覧希望者に必要な箇所の

座標データを発行する。

実施中 運用・実施 運用・実施

地籍フォーマットを

使用して対応した件

数

→43件

B
現状維持

の方向
変更なし

130 2-5-12
河川監視システ

ムの運用

継続

事業
河川課

主要水門などの運転状態及び上流水

位・下流水位など、計測情報データ

をテレメータ化、並びにライブカメ

ラを設置することにより、市庁舎の

水門中央操作盤にて水門・ポンプ

場・調整池の遠方制御を行い河川の

状況を遠方監視する。

実施中 運用・実施 運用・実施 継続運用を行った。 B
現状維持

の方向
変更なし

131 2-5-13
消防通信指令シ

ステムの運用

継続

事業

情報指令

課

119番の受信から地図検索、車両の

編成、出動指令のほか、指令情報及

び支援情報の情報管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

ＡＶＭリース、消防

通信指令施設保守、

設備更新調達支援業

務委託、電話通訳業

務委託

B
拡大・拡

充の方向
変更なし
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132 2-5-14
学校等防犯関連

システムの運用

継続

事業

教育総務

課

不審者などの危険情報連絡や気象警

報発令時の自宅待機連絡などの学校

からの緊急連絡に対応するため、子

ども安全連絡網を整備する。保護者

（受信者）が携帯メール・FAX・電

話のいずれかを予め登録しておき、

学校からの連絡を受信するシステム

を運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校からの緊急連絡

を保護者へ迅速かつ

正確に届けることが

できている。

B
現状維持

の方向
変更なし

133 2-5-16
学校図書館シス

テムの運用

継続

事業

学校教育

課

小中学校の学校図書の貸出・返却業

務、蔵書管理、学校間のシステムに

よる連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

・図書の貸出・返却

業務

・蔵書管理

・学校間のシステム

連携

・図書館システムの

更新

B
現状維持

の方向
変更なし

134 2-5-17 ICT支援員の配置
継続

事業

学校教育

課

市内小中学校に、情報教育指導を支

援する支援員を配置する。
実施中 運用・実施 運用・実施

・各学校を巡回し、

教職員や児童生徒に

対してＩＣＴ機器の

操作支援や授業支援

を実施するととも

に、新たに導入した

ソフトの研修やマ

ニュアル作成、情報

モラルに関する指導

を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

135 2-5-18
中央図書館公衆

無線LAN運用

継続

事業

中央図書

館

平成30年２月に導入した公衆無線

LANの運用を行い、利用件数の推移

を定期的に確認する。また、図書館

での無線LAN環境のあり方について

検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

図書館利用者に広く

無線LANを開放し、

利用状況を把握し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

136 3-1-1

AI、IoTの行政

サービスへの活

用

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

様々なモノとインターネットをつな

ぐ（IoT）仕組みや人工知能（AI）な

どの最新のデジタル技術や運用事例

等を研究し、本市の業務運用に活用

できるよう調査研究を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

ベンダーへの企業訪

問及びWEB会議を行

い、最新ソリュー

ションの調査を行っ

た。各種展示会に参

加し、情報収集を

行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

137 3-1-2

デジタルマーケ

ティング推進事

業

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

情報を届けたい対象に、最適なタイ

ミング、頻度、手法で届けられるよ

う、動画共有サイトやSNSでのウェ

ブ広告配信を活用し、マーケティン

グ手法を使った情報の再発信、閲覧

者の属性データ分析を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

デジタルマーケティ

ングを各所属と協働

で15事業実施した。

職員向けデジタル

マーケテイング研修

及びデジタルマーケ

ティングマニュアル

研修を実施した。

A
現状維持

の方向
変更なし

138 3-1-3

保育所入所AI

マッチングの運

用

重点

事業
〇

保育幼稚

園課

保護者の就労形態の多様化、保育施

設数の増加などにより、年々複雑化

している保育施設の入所選考作業

に、AIを用いたシステムを導入し、

入所選考に係る時間の削減と選考結

果を迅速に通知するなど市民サービ

スの向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

AIマッチングシステ

ムにより保育所の入

所選考を実施

B
現状維持

の方向
変更なし

139 3-1-4

森林地における

ドローンを用い

た測量技術の運

用

重点

事業
〇

環境総務

課

令和２年10月５日に成立した「富士

市富士・愛鷹山麓地域の森林機能の

保全に関する条例」が令和３年４月

１日に施行された。この条例では森

林の伐採面積を正確に把握し、事業

者への指導等を行う必要があること

から、ドローンを用いた測量システ

ムを運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施
・システムの運用と

体制維持
B

現状維持

の方向
変更なし
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140 3-1-5

埋立地における

ドローンを用い

た測量・解析技

術の運用

重点

事業
〇

建築土地

対策課

市の許可を得ない不適正な盛土が増

加する中、事業主に対して中止命令

及び原状回復命令等の行政処分を

行っているが、その際に詳細な面積

及び土量を算定する必要がある。ま

た、許可事業地における安全点検や

監視強化も必要であり、対象事業地

も今後も増加することが想定される

ため、測量業務の発注では多額の費

用が見込まれる。これらのことか

ら、短時間で測量等が行えるドロー

ンを令和３年に導入し、今後は職員

で測量等を行っていくため、職員の

免許取得及び測量技術等の習得を図

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

職員２人がドローン

の操縦ライセンス及

び測量技術を取得し

た。また、当室の職

員がドローンを用い

て土砂の埋立地の

レーザー測量及び画

像解析などを行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

141 3-1-6 RPAの利活用
継続

事業
〇

情報シス

テム課

RPAツールの保守、プログラムの作

成、保守、作成支援、操作研修を実

施する。必要に応じてライセンスの

追加を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

RPAツール保守、プ

ログラムの保守・作

成支援、操作習得支

援を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

142 3-1-8

保育士・幼稚園

教諭のためのオ

ンライン研修

継続

事業

保育幼稚

園課

保育士・幼稚園教諭のために、いつ

でもどこでも視聴することができる

オンライン研修講座を取り入れ、教

育保育の質の向上を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

空き時間を利用した

オンライン研修の受

講

A
現状維持

の方向
変更なし

143 3-1-9
施工管理システ

ムの研究

重点

事業
〇

建設総務

課

建設工事において、ICTを活用した

施工管理システムの調査及び研究を

行う。

実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究

富士市建設産業活性

化協議会の生産性向

上ＷＧにおいて、Ｉ

ＣＴ活用工事につい

て発注者指定型で来

年度導入することを

検討した。

C
現状維持

の方向
変更なし

144 3-1-10
空き家情報管理

システムの運用

推進

事業

住宅政策

課

空き家の管理・相談データと地図

データ等の情報管理を連動し、情報

の一元化を検討します。

実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究

現状のシステムにお

いて、業務運用を継

続

B
現状維持

の方向
変更なし

145 3-2-1
テレワークの運

用

重点

事業
〇

人事課、

行政経営

課、情報

システム

課

テレワーク機器や勤務条件等、テレ

ワークを可能とする環境を整備し、

職員の新しいワークスタイルを導入

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

テレワークの本格実

施、実施状況の分

析・検証、運用方法

等の見直し、テレ

ワーク重点実施期間

の設定

A
現状維持

の方向
変更なし

146 3-2-2

ICTを活用した新

しいワークスタ

イルの研究

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

最新のデジタル技術や運用事例等を

研究し、本市の業務運用に活用でき

るよう調査研究を行う。

実施中 調査・基礎研究 調査・基礎研究

展示会等で情報収集

をし、導入可能性に

ついて研究した。ま

た、デジタル技術を

活用した住民サービ

スの推進に係るワー

クショップに参加

し、他市と意見交換

を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

147 3-2-3

タブレット端

末・ペーパーレ

ス会議システム

を活用した議会

運営

継続

事業
〇

議会事務

局

議員、議会事務局においてタブレッ

ト端末及びペーパーレス会議システ

ムを導入し、会議資料のデータ化及

びペーパーレス会議の開催など、議

会運営のDXを図る。議員全員がオン

ライン研修を受講できる環境を整え

るとともに、オンライン会議の活用

についても検討する。また、議員活

動の中で市民に、端末を活用した分

かりやすい説明を行えるようにす

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

タブレットの運用に

より、会議資料の

ペーパーレス化を通

年での実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

148 3-2-4
ウェブ会議シス

テムの活用

継続

事業
〇

情報シス

テム課

ウェブ会議システムを利用する環境

を整備、運用する。
実施中 運用・実施 運用・実施

機材の貸し出し及び

会議運営支援、運用

保守、ライセンスの

更新を行った。利用

の少ないWebexを廃

止し、代わりに

Teamsを追加した。

A
現状維持

の方向
変更なし
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149 3-2-5
小中学校の業務

改革

重点

事業
〇

学校教育

課

共同学校事務室（富士中分室）を開

設するとともに、学校事務室用に校

務サーバーに接続可能な校務用パソ

コンを37台追加で整備し、運用す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施
・追加校務パソコン

の保守、運用
B

現状維持

の方向
変更なし

150 3-2-6
庁内ワークプレ

イス改善

推進

事業
〇

行政経営

課、総務

課、人事

課、デジ

タル推進

課、資産

経営課

職員のワークプレイス改善を推進す

るため、活用可能スペースの創出、

オフィスレイアウトの変革等に向け

た取組を実施する。

実施中 導入準備 運用・実施

スキャナの全庁展開

開始、総務部門への

フリーアドレスのパ

イロットオフィスの

設置、10階テレワー

ク兼休憩スペースの

設置

B
拡大・拡

充の方向
変更なし

151 3-2-7

電子マニフェス

ト管理システム

の導入

重点

事業
〇

廃棄物対

策課、保

育幼稚園

課、教育

総務課

廃棄物処理法で定められている産業

廃棄物処理業者へのマニフェスト

（産業廃棄物管理票）の交付や当該

マニフェストに関する静岡県への報

告を電子マニフェスト管理システム

を活用して実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施
電子マニフェスト化

が定着している
A

現状維持

の方向
変更なし

152 3-2-8
会議録作成支援

システムの活用

推進

事業
〇

行政経営

課

AI音声認識を活用した会議録作成支

援システムを導入し、業務の効率化

を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

・会議録作成支援シ

ステムを４月から３

ライセンス（中央病

院は６月から１ライ

センス）導入し、全

庁での利用を開始し

た。

・カイチャレSAT会

議やカイチャレ

NEWSで取り上げる

など、機器の利用の

促進を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

153 3-2-9

財産調査中間処

理ユニット導入

事業

推進

事業
〇 収納課

電子預金調査の利便性向上のため、

行政から電子照会サービスに送信す

るデータ加工プロセスに、財産調査

中間処理ユニットを導入する。

実施中 運用・実施 運用・実施

導入・運用を開始

し、徴収支援システ

ム（THINK）と預貯

金等照会回答システ

ム（pipitLINQ）の

データのやり取りの

効率化へ繋げる。

B

終了（継

続しな

い）

変更なし

154 3-3-1
情報化推進体制

の強化

重点

事業
〇

デジタル

戦略課

・富士市情報化推進本部設置規程に

基づき、本市の情報化を総合的に推

進する組織を運営する。

・富士市情報政策アドバイザー設置

要綱に基づき高度な専門的知識、経

験や優れた識見を有する民間人材を

登用し、情報化に関する政策的又は

専門的な事項について助言を受け

る。

・情報化の取組を戦略的、包括的に

推進するための組織の設置や組織が

有する機能・権限等を検討する。

・自治体DX推進計画において国から

外部人材の積極的な任用等が求めら

れていることから検討を進める。

・デジタル化に関する研修の実施を

通して、職員の意識改革やスキルの

底上げを図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

情報化推進本部会議

を4回、幹事会・

ワーキングを各2回

開催した。また、情

報政策アドバイザー

2名委嘱中であり、

アドバイザー会議を

6回開催した。

A
現状維持

の方向
変更なし
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155 3-4-1

自治体情報シス

テム標準化・共

通化の推進

重点

事業
〇

情報シス

テム課

国が令和２年12月に策定した「自治

体デジタル・トランスフォーメー

ション(DX)推進計画」において、

「自治体の情報システムの標準化・

共通化」が重点取組事項として位置

づけられ、目標時期である令和７年

度までの移行に向け計画的な取組が

求められている。

本市は、総務省の標準化検討委員会

構成員となっており、様式・帳票の

標準化等について、自治体、事業者

及び国が協力して具体的な検討を

行っている。

地方公共団体情報システムの標準化

に関する法律の令和３年９月施行を

受け、今後、順次取りまとめられる

標準仕様書及び手順書に基づき移行

作業に取り組む。

移行費は共同電算化事業で予算化す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

標準化対象業務シス

テムの移行に向け、

外部設計やクラウド

環境の構築に取り組

んだ。富士通Japan

製システムの遅延に

より、令和8年１月

の全システム移行が

困難となったため、

スケジュールの見直

しを行った。また、

次年度以降の運用費

や遅延に伴う追加経

費等について予算要

求を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

156 3-4-2
共同電算化の推

進

重点

事業
〇

情報シス

テム課

オープン系システムなどの導入によ

り、情報システムの最適化に取り組

む。その手法として富士宮市との共

同電算化を推進する。また、標準化

への対応を含め、次期システムへの

移行を行う。

実施中 導入準備 導入準備

・計画どおり移行で

きるシステムの構

築。

・移行延期となった

システムの計画見直

し。

B
現状維持

の方向
変更なし

157 3-4-3
共同電算システ

ムの運用

推進

事業

情報シス

テム課

市民サービス、行政事務、安全・安

心のレベルアップを目指し、富士宮

市と共同で導入した基幹系及び内部

情報系情報システムの管理運用を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

富士市・富士宮市共

同電算化事業実施計

画に基づきシステム

を運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

158 3-4-4
学校給食費・校

納金徴収事業

推進

事業
学務課

学校給食の公会計化に合わせて、学

校給食費及び校納金の徴収・管理業

務をシステムを導入して教育委員会

が集約して行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学校給食費及び学校

徴収金等の一括徴収

管理。名簿情報、口

座情報、徴収金額や

催告情報などの管

理。保護者向け各種

通知書（納入額確定

通知、再振替通知、

納入額確定通知、精

算額通知、督促、催

告など）の作成。

B
現状維持

の方向
変更なし

159 3-5-1
例規総合管理シ

ステムの運用

継続

事業
総務課

本市の例規をシステム管理すること

により、例規改正における業務効率

の向上が図られるとともに、最新の

情報を提供できるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施

各種の法務情報のほ

か、国の法令改廃情

報を各所属に提供し

た。システムの例規

データを更新した。

B
現状維持

の方向
変更なし

160 3-5-2
文書管理システ

ムの運用

継続

事業
総務課

文書の電子化により、事務効率の向

上を図る。また、市民に対する迅速

で適切な情報提供につなげる。

実施中 運用・実施 運用・実施
電子化を基本とした

適切な文書管理
B

現状維持

の方向
変更なし

161 3-5-3
人事給与システ

ムの運用

継続

事業
人事課

富士市・富士宮市共同電算化事業に

より導入したシステムを利用し、人

事管理、給与計算を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

①システム運用のた

めのマニュアル整備

②SI業者（NEC）の

支援体制の確立

B
現状維持

の方向
変更なし

162 3-5-4
入退室管理シス

テムの運用

継続

事業

情報シス

テム課

本市が管理するサーバールームの入

退室について、物理的セキュリティ

対策を行うため、入退室管理システ

ムの運用及び定期的な更新を行う。

また、監視カメラシステムとの連携

を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

入退室ログの集計、

不正アクセス等の監

視、監視カメラ映像

確認を実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

163 3-5-5
庁内ヘルプデス

クの運用

継続

事業

情報シス

テム課

共同電算事業の中でヘルプデスクを

配置して、職員からの各種問い合わ

せの受付、一時対応を行う。また、

作業申請、作業依頼及び障害報告な

どの受付、進捗管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持

の方向
変更なし
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164 3-5-6 ICT-BCPの運用
継続

事業

情報シス

テム課

大規模災害の発生などにより、通常

業務ができない状況となった場合

に、非常時優先業務を的確に行うこ

とができるよう、情報システム部門

の業務継続計画を策定している。非

常時に適切な運用ができるよう、年

次訓練の実施や計画の見直しを行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

年次訓練を8月に実

施、計画の見直し及

び改定を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

165 3-5-7

障害時における

業務システム利

用可能環境の構

築

継続

事業

情報シス

テム課

毎日データベースのバックアップを

作成し、データセンターとのネット

ワーク障害など、各種障害発生時

に、住民票・所得証明書などの発行

や各種情報の参照を可能とする予備

システムを庁内にて稼動させる。ま

た、通常時とほぼ同様のシンクライ

アント環境約200セッションを稼働

させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

業務継続計画に基づ

く住民情報（税・保

険含む）システム及

びOAシステムの緊急

時環境の運用及び訓

練実施

次期庁内OAシステム

環境構築に含めて、

緊急時環境構築を検

討

B
現状維持

の方向
変更なし

166 3-5-8
情報セキュリ

ティ対策の運用

継続

事業

情報シス

テム課

市民の個人情報など、重要な情報資

産を様々な脅威から守るため、不正

アクセスやマルウェアなどのセキュ

リティ対策を実施する。

実施中 運用・実施 運用・実施

セキュリティ対策装

置の運用及び管理、

自治体情報セキュリ

ティクラウドの利

用、Gov-Cloud（仮

称）利用におけるセ

キュリティ対策の準

備（装置等の更新に

向けた準備）

B
現状維持

の方向
変更なし

167 3-5-9

情報セキュリ

ティレベルの向

上

継続

事業

情報シス

テム課

「富士市情報セキュリティポリ

シー」の遵守状況を確認し、本市が

保有する重要な情報を漏洩等の脅威

から守るために職員のセキュリティ

レベルを向上させる。

実施中 運用・実施 運用・実施

セキュリティ研修

（全職員向けにe

ラーニング実施）の

開催、セキュリティ

アンケートの実施、

外部監査の実施、内

部監査の実施、不審

メール訓練の実施

B
現状維持

の方向
変更なし

168 3-5-10
セキュリティプ

リントの運用

継続

事業

情報シス

テム課

無駄な印刷を削減すると同時に、印

刷原稿の取り忘れなどを防止し、情

報漏えい事故を削減する。

実施中 運用・実施 運用・実施

複合機の運用、印刷

ログの収集及び集

計、効率的な印刷方

法の周知

B
現状維持

の方向
変更なし

169 3-5-11
庁内ネットワー

クの運用

継続

事業

情報シス

テム課

庁内に敷設された情報通信ネット

ワークを適切に運用管理するととも

に、デジタル変革に基づくネット

ワーク構成変更を検討する。

実施中 運用・実施 運用・実施

庁内ネットワークの

運用管理及び定期監

視による障害検知

本庁舎・消防庁舎・

上下水道部ネット

ワーク更新

出先機関ネットワー

クリース延⾧（12ヶ

月）

C
現状維持

の方向
変更なし

170 3-5-12

情報提供ネット

ワークシステム

の運用

継続

事業

情報シス

テム課

マイナンバーと関連付けられた特定

個人情報を関係機関の間でやり取り

（情報連携）するためのシステムを

運用できるよう、環境を維持する。

実施中 運用・実施 運用・実施

J-LISに対して中間

サーバーPFに係る交

付金(次期システムの

設計・構築経費を含

む)を支払う。中間

サーバー通信ネット

ワーク機器を設置し

維持する。

C
現状維持

の方向
変更なし

171 3-5-13 全庁型GISの運用
継続

事業

情報シス

テム課

各部署が保有するデジタル地図デー

タを、全庁で閲覧可能なシステムを

維持する。

実施中 運用・実施 運用・実施

各部署が保有するデ

ジタル地図データを

更新し、全庁が閲覧

可能なシステムを維

持した。

B
現状維持

の方向
変更なし

172 3-5-14
公会計システム

の運用

継続

事業
財政課

財務書類を作成するため、財務会計

システムから得られる支出伝票デー

タや固定資産台帳データ等の情報を

活用し、効率的なシステムの運用を

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 公会計システム保守 B
現状維持

の方向
変更なし
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173 3-5-15
財務会計システ

ムの運用

継続

事業
財政課

事務の効率化、意思決定の迅速化、

適切な予算の編成、執行を行うため

の基盤システムを構築・運用し、文

書管理などの関連業務と連携するな

ど、安定的・効率的なシステムの運

用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

（現行システム）

財務会計システム運

用保守、行政評価シ

ステム運用保守、財

務会計システムリー

ス

（次期システム）

基本設計・構築業務

委託

B
現状維持

の方向
変更なし

174 3-5-16
地方債システム

の運用

継続

事業
財政課

地方債の借入・償還等の管理を適切

に行うため、効率的なシステムの運

用を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
起債管理システム保

守
B

現状維持

の方向
変更なし

175 3-5-17

富士市公共建築

物保全管理シス

テムの運用

継続

事業

資産経営

課

本市が所有・管理する公共建築物に

関する情報の一元管理、情報共有を

図り、保全工事の実施時期及び経費

の推移を示す。

実施中 運用・実施 運用・実施

データの更新、保全

に係る経費の推計、

施設カルテの作成等

B
現状維持

の方向
変更なし

176 3-5-18
電話催告システ

ムの運用

継続

事業
収納課

自動音声電話催告システムを運用

し、市税の初期滞納者に対する納税

催告を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

自動音声電話催告シ

ステムを運用し市税

の初期滞納者に対す

る納税勧奨を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

177 3-5-19
徴収支援システ

ムの運用

継続

事業
収納課 徴収支援システムの運用を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

徴収支援システムを

活用することによ

り、効率的に滞納整

理が行えた。

B
現状維持

の方向
変更なし

178 3-5-20

預金貯金等照

会・回答業務の

デジタル化

継続

事業
収納課

行政機関から金融機関に対して行わ

れる預貯金等の照会は、大量かつ多

様な書面が残る業務であるため、行

政機関と金融機関をつなぎ、加入機

関間で統一フォーマットの電子デー

タによる預貯金等照会を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

12月末時点 調査実

行件数36,239件

効率よく大量の調査

が実行できたことに

より、効果的な滞納

整理ができた。

A
現状維持

の方向
変更なし

179 3-5-21
インターネット

公売の活用

継続

事業

収納課特

別債権回

収室

差押をした動産及び不動産をイン

ターネットオークションシステムで

公売する。

実施中 運用・実施 運用・実施

年間６回開催され、

富士市は４回、動

産・不動産を出品。

動産は７件の出品に

対して７件、不動産

は３件の出品に対し

て０件の落札があっ

た。不動産は公売と

して落札されかった

が任売となり市税納

付に繋がった。

A
現状維持

の方向
変更なし

180 3-5-22

軽自動車関係税

申告データエン

トリーシステム

の運用

継続

事業
市民税課

静岡地方税滞納整理機構で作成され

る軽自動車税申告書データの閲覧、

加工などを行い、課税システムに反

映させる。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用を

行った。
B

現状維持

の方向
変更なし

181 3-5-23
固定資産税シス

テムの運用

継続

事業
資産税課

固定資産税にかかる評価・賦課、課

税資料の整備を行うとともに、業務

効率化を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B
現状維持

の方向
変更なし

182 3-5-24
家屋評価計算シ

ステムの運用

継続

事業
資産税課

家屋評価計算システムを運用し、家

屋の適正な評価を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施 システムの運用 B

現状維持

の方向
変更なし

183 3-5-25

改製原住民票発

行システムの運

用

継続

事業
市民課

基幹系システム移行前の汎用機の住

民票データを改製原住民票発行シス

テムで一元管理することにより、改

製原住民票の発行を円滑に実施す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

改製原住民票の適正

な発行・管理を行っ

た。

発行：12件

誤交付、トラブル

等：０件

B
現状維持

の方向
変更なし

184 3-5-26
法務省連携シス

テムの運用

継続

事業
市民課

平成24年７月の入管法の改正に伴

い、外国人住民の在留資格などを適

正に管理するため、LGWANを経由

し、貸与された端末により、法務省

と自治体の間で外国人住民に係る住

居地などの情報連携を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務省と連携して、

同システムにより外

国人住民の在留資格

の適正な管理を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし
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185 3-5-27
戸籍総合システ

ムの運用

継続

事業
市民課

戸籍の電子化により、平成13年２月

17日から戸籍総合システムを導入

し、現在戸籍、改製原戸籍、除籍、

戸籍の附票などの戸籍簿に係る適正

な管理を行う。また、相続税法第58

条の通知及び人口動態調査も同シス

テムにより運用する。

実施中 運用・実施 運用・実施

同システムによる戸

籍データの適正な運

用管理、システムの

リース等維持管理を

行った。

なお、予定していた

経費を超過した分

は、法改正に伴うシ

ステム改修によるも

のである。

B
現状維持

の方向
変更なし

186 3-5-28

戸籍副本データ

管理システムの

運用

継続

事業
市民課

全国の自治体独自の戸籍システムか

ら遠隔地にある戸籍副本データ管理

センター内の戸籍副本データ管理シ

ステムに、法務省より貸与された専

用装置を介して、LGWAN経由で戸籍

副本データを送信する。

実施中 運用・実施 運用・実施

法務局と連携して、

同システムによる戸

籍データの適正な管

理を行なった。

B
現状維持

の方向
変更なし

187 3-5-29
旅券システムの

運用

継続

事業
市民課

県の権限移譲事務である旅券の申請

受付及び交付を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

旅券の発給に係る申

請の受付及び交付の

運用を適切に行っ

た。

また、旅券の制度改

正に伴う対応を予定

通り実施した。

B
現状維持

の方向
変更なし

188 3-5-30

マイナンバー

カード交付関連

システムの運用

継続

事業
市民課

マイナンバーカード交付時に利用す

る顔認証システムと、マイナンバー

カードと通知カードの裏書システム

により、円滑なマイナンバーカード

交付事務を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

保険証との一体化な

どもあり交付申請が

多かった。今年度は

約24,000枚を交付す

る見込みである。保

有率も80％を超え、

カードおよび電子証

明更新者の対応数が

激増している。

C
現状維持

の方向
変更なし

189 3-5-31
敬老事業システ

ムの運用

継続

事業

福祉総務

課

敬老祝金の贈呈、米寿記念品の贈呈

及び100歳祝支給事業の実施に伴う

対象者データの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 運用・実施 B
現状維持

の方向
変更なし

190 3-5-32

国保連連携シス

テムの運用（介

護保険）

継続

事業

介護保険

課

要介護認定などの被保険者情報を管

理する。毎月、被保険者情報を介護

保険給付の審査支払を委託している

静岡県国民健康保険団体連合会（国

保連）に送付し、介護サービス事業

者から提出があった請求情報と突合

審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを利用して

国保連とのデータ連

携を円滑に行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

191 3-5-33

介護保険指定事

業者等管理シス

テムの運用

継続

事業

福祉総務

課、高齢

者支援課

市が指定権者となる地域密着型サー

ビス事業者等の事業者情報や介護給

付費算定に係る加算などの情報を管

理する。事業者から提出された情報

を県が管理するクラウドシステムに

入力し、介護給付費の審査・支払事

務を行う国民健康保険団体連合会

（国保連）と連携を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを利用して

事業者の情報を管理

し、県とのデータ連

携を円滑に行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

192 3-5-34
生活保護システ

ムの運用

継続

事業

生活支援

課

生活保護システムを使用し、生活保

護受給者情報の管理、ケース対応記

録の入力、保護費の認定処理等を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

生活保護システムを

使用し、進学・就職

準備給付金の見直し

に伴う保護費の認定

処理等を行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

193 3-5-35

国保連連携シス

テムの運用（障

害者総合支援）

継続

事業

障害福祉

課

障害者などに対する自立支援給付費

支給決定情報を管理する。毎月、自

立支援給付費支給決定情報を自立支

援給付の審査支払を委託している静

岡県国民健康保険団体連合会（国保

連）に送付し、障害福祉サービス事

業者からの請求情報と突合審査を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

毎月、前月に更新の

あった受給者台帳情

報を送信、台帳エ

ラーの点検、修正、

更新後の台帳情報の

受信を当該システム

を経由して行ってい

る。

B
現状維持

の方向
変更なし
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194 3-5-36

ふじやま学園利

用者管理システ

ムの運用

継続

事業

障害福祉

課（ふじ

やま学

園）

入所児童情報や在宅児童情報、学園

日誌、寮日誌及び打合せ記録、入所

児童統計情報の作成を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

学園運営の指定管理

者制度移行は当面直

営と方向性が決まっ

たため、引き続き、

現行システムの範囲

内で改良を行いつつ

事業継続とする。

B
現状維持

の方向
変更なし

195 3-5-37

児童家庭相談管

理システムの運

用

継続

事業

こども家

庭課

情報管理や各種帳票の作成、実績集

計等を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

児童家庭相談システ

ムの安定した稼働

と、国の「要保護児

童等に関する情報共

有システム」との

データ連携を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

196 3-5-38

ひとり親家庭等

入学祝金給付事

業の運用

継続

事業

子育て給

付課

ひとり親家庭等の児童・生徒が小中

学校へ入学するにあたり、入学祝金

を支給する。

実施中 運用・実施 運用・実施

共同電算ツールを使

用せず福祉総合シス

テムで業務運用を継

続した。

LoGoフォームによる

申請を導入した。

B
現状維持

の方向
変更なし

197 3-5-39
公害病補償管理

システムの運用

継続

事業

保健医療

課

システムの運用により、公害病補償

業務を正確かつ迅速に行えるように

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを運用して

公害病補償業務を

行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

198 3-5-40
特定疾患給付シ

ステムの運用

継続

事業

保健医療

課

システムの運用により、特定疾患給

付業務を正確かつ迅速に行えるよう

にする。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムを運用して

特定疾患給付業務を

行った。

B
現状維持

の方向
変更なし

199 3-5-41
保健総合情報シ

ステムの運用

継続

事業

健康政策

課

 検(健)診や予防接種履歴の確認、講

座の申込み状況と結果の管理を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用と、

データ入力処理業務
B

現状維持

の方向
変更なし

200 3-5-42

国保連連携シス

テムの運用（国

民健康保険）

継続

事業

国保年金

課

国民健康保険の被保険者情報を管理

する。毎月、被保険者の情報を保険

給付の審査支払を委託している静岡

県国民健康保険団体連合会（国保

連）に送付し、医療機関から提出の

あった請求情報と突合審査を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システム運用の安

全・円滑な実施
B

現状維持

の方向
変更なし

201 3-5-43

静岡県後期高齢

者医療広域連合

電算処理システ

ムの運用

継続

事業

国保年金

課

後期高齢者医療事業における電算処

理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

被保険者の増、２割

負担ができたため、

保険証等の発行件数

が増加している。

B
現状維持

の方向
変更なし

202 3-5-44

健診・医療・介

護等のデータを

活用した関連計

画の推進

継続

事業

国保年金

課

平成26年度から健康管理システムに

よるデータ管理に加え、国保データ

ベース（KDB）システムと静岡県国

保医療費分析システムにより、健

診・医療・介護等のデータを利用し

た分析が容易にできる環境が整備さ

れている。データベースを共有し、

各課で策定する事業計画のPDCAサ

イクルの考え方による事業展開や

日々の業務に相互活用していくこと

が求められることから、令和5年度

に、「富士市国民健康保険保健事業

実施計画（データヘルス計画）」を

策定する。

実施中 運用・実施 運用・実施

データヘルス計画連

携会議の開催

多職種による会議等

への参加

B
現状維持

の方向
変更なし

203 3-5-45

国保保険者標準

事務処理システ

ム連携事業

継続

事業

国保年金

課

国保保険者標準事務処理システムを

構築して、静岡県と国保連合会と市

が連携し、法令に基づく事務処理を

行う。システム統一化により、静岡

県の定める国保運営方針に基づく統

一された運営を可能とする。

実施中 運用・実施 運用・実施
国保情報集約システ

ムの運用
B

現状維持

の方向
変更なし

204 3-5-46

看護学校学生情

報管理システム

の運用

継続

事業

看護専門

学校

学内管理情報ソフトを使用した学生

情報管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

学内管理情報ソフト

を使用して、学生情

報を一元管理する。

B
現状維持

の方向
変更なし



№
事業

番号
事業名

事業

分類

DX

事業
所管部署 事業概要

実施

状況

中止・

未実施

の理由

R6取組内容
評価

結果

今後の方

向性

今後の

事業分類

スケジュール

実績R6

205 3-5-47
環境基本計画シ

ステムの運用

継続

事業

環境総務

課

「富士市環境基本条例」に基づき策

定された環境行政の最上位計画であ

る「第三次富士市環境基本計画」の

進行管理を行う。また、「地球温暖

化対策の推進に関する法律」に基づ

き策定された「富士市地球温暖化対

策実行計画（事務事業編第三期計

画）」の進行管理も併せて行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用によ

る進行管理
B

現状維持

の方向
変更なし

206 3-5-48
畜犬管理システ

ムの運用

継続

事業

環境総務

課

市内の畜犬の登録管理、狂犬病予防

接種の状況を管理する。
実施中 運用・実施 運用・実施 運用継続 B

現状維持

の方向
変更なし

207 3-5-49
森林墓園管理シ

ステムの運用

継続

事業

環境総務

課

富士市森林墓園の利用者、使用料、

利用料の管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

管理システムの改修

ではなく、きロゴ

フォームのオンライ

ン決済機能を活用し

たクレジットカード

決済を継続実施

A
現状維持

の方向
変更なし

208 3-5-50
面的評価支援シ

ステムの活用

継続

事業

環境保全

課

自動車騒音の騒音測定などを実施

し、環境基準の達成状況を把握す

る。

実施中 運用・実施 運用・実施

対象路線８路線９測

定点の騒音測定等を

実施し、環境基準の

達成状況を把握し

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

209 3-5-51
大気汚染監視シ

ステムの活用

継続

事業

環境保全

課

大気汚染の状況をテレメータシステ

ムを通じて常時監視する。
実施中 運用・実施 運用・実施

大気汚染の状況を常

時監視し、環境基準

の達成状況を把握し

た。

A
現状維持

の方向
変更なし

210 3-5-52

農地中間管理事

業地図作成シス

テムの運用

継続

事業
農政課

農地や土地改良施設などの地図情報

管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

農地中間管理事業に

おける、地図作成及

び農地集積集約状況

の把握のため

B
現状維持

の方向
変更なし

211 3-5-53

農地中間管理事

業管理システム

の運用

継続

事業
農政課

農地中間管理事業に関するデータ管

理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

中間管理事業の効率

化に役立っている。
B

現状維持

の方向
変更なし

212 3-5-54
確認野帳システ

ムの運用

継続

事業
農政課

確認野帳の基礎資料となる水田台帳

のデータ管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

システムの運用・実

施
B

現状維持

の方向
変更なし

213 3-5-55
農用地管理シス

テムの運用

継続

事業
農政課

農業振興地域内の農用地区域の情報

管理及び農用地管理システムの保守

管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
システムの運用・実

施
B

現状維持

の方向
変更なし

214 3-5-56
山林貸付地管理

システムの運用

継続

事業
林政課

森林財産及び旧富士川町の山林貸付

地の契約情報をシステムで管理運用

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

山林貸付地の契約情

報を適切に管理し、

貸付料の徴収や契約

の相続、譲渡、解約

等の手続きを円滑に

執行できた。

B
現状維持

の方向
変更なし

215 3-5-57

建築確認申請支

援システムの運

用

継続

事業

建築土地

対策課

建築確認申請などの台帳をシステム

で管理運用する。
実施中 運用・実施 運用・実施

・確認、許可などに

ついて、市で処分し

た物件については入

力作業、民間の確認

審査機関が処分した

物件については配信

を受けた。

A
現状維持

の方向
変更なし

216 3-5-58
公園台帳管理シ

ステムの運用

継続

事業

みどりの

課

公園台帳に関するデータ管理を行

う。
実施中 運用・実施 運用・実施

新たに整備した公園

の台帳作成及び既存

公園の台帳更新

B
現状維持

の方向
変更なし

217 3-5-59
公営住宅管理シ

ステムの運用

継続

事業

住宅政策

課

公営住宅管理システムを使用し、市

営住宅の入居者管理、収納管理及び

家賃算定などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施
マイナンバーの登録

率を向上させる。
A

現状維持

の方向
変更なし

218 3-5-60

富士市公共建築

物保全システム

の運用(市営住宅)

継続

事業

住宅政策

課

公営住宅ストック総合改善事業に資

する、公営住宅などに関する情報を

データベース（台帳整備）により、

市営住宅の維持保全のツールの一部

とする。

実施中 運用・実施 運用・実施
データの整理、更新

を実施する。
B

現状維持

の方向
変更なし
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219 3-5-61

下水道公営企業

会計システムの

運用

継続

事業

上下水道

経営課

伝票などの管理、財務諸表の作成、

企業債償還情報の管理、予算編成な

どを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続

運用し、財務諸表の

作成を通じ、経営成

績及び財政状況の把

握を行う。伝票類・

企業債償還情報・予

算編成などの機能

が、適正に起動する

ように検査・確認を

行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

220 3-5-62

下水道固定資産

管理システムの

運用

継続

事業

上下水道

経営課

工事及び資産の取得情報などの入力

管理、除却資産の特定、減価償却費

の計算等を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

固定資産管理システ

ムを継続運用し、財

務諸表の作成を通

じ、経営成績及び財

政状況の把握を行

う。減価償却費の計

算などの機能が、適

正に起動するように

検査・確認を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

221 3-5-63

水道公営企業会

計システムの運

用

継続

事業

上下水道

経営課

伝票類の管理、財務諸表の作成、貯

蔵品の管理、予算編成、企業債償還

情報の管理、固定資産の管理などを

行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

会計システムを継続

運用し、財務諸表の

作成を通じ、経営成

績及び財務状況の把

握を行う。伝票類・

企業債償還情報・予

算編成等の機能が、

適宜に起動するよう

に検査・確認を行

う。

B
現状維持

の方向
変更なし

222 3-5-64

口座伝送システ

ムの運用（上下

水道）

継続

事業

上下水道

営業課、

上下水道

経営課

上下水道料金の口座振替・口座振込

のデータ転送を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道事業に係る

料金の口座振替およ

び支払経費の口座振

込のための伝送シス

テムとして運用し

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

223 3-5-65

下水道受益者負

担金システムの

運用

継続

事業

上下水道

営業課

下水道事業受益者負担金及び分担金

の賦課収納管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

下水道事業受益者負

担金及び分担金の賦

課収納管理システム

の運用維持を行う。

B
現状維持

の方向
変更なし

224 3-5-66
下水道総合管理

システムの運用

継続

事業

上下水道

営業課

管渠、排水設備、受益地などのデー

タ更新、システム保守及び改良を行

う。

実施中 運用・実施 運用・実施

管渠、排水設備、受

益地などのデータ更

新・システム保守・

システム改良を行っ

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

225 3-5-67

OCRシステムの

運用（上下水

道）

継続

事業

上下水道

営業課

OCRシステムの運用により、収納事

務・出納事務の効率的かつ確実な執

行を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

上下水道料金及び下

水道受益者負担金等

に関しＯＣＲシステ

ムを運用した。

B
現状維持

の方向
変更なし

226 3-5-68
管路情報管理シ

ステムの運用

継続

事業

水道工務

課

水道施設データを登録し、水道施設

の検索・閲覧を行えるようにする。
実施中 運用・実施 運用・実施

新規・更新データ登

録、

システム保守管理、

オフラインクライア

ント追加

A
現状維持

の方向
変更なし

227 3-5-69
水道施設監視シ

ステムの運用

継続

事業

水道維持

課

遠方監視制御システムを用いて、水

道施設の運転状態を上水道管理セン

ターで集中監視する。

実施中 運用・実施 運用・実施

水道水の安定供給に

資する監視システム

の安定運用と、その

ための保守点家業務

を予定通り実施でき

た。

B
現状維持

の方向
変更なし

228 3-5-70

終末処理場遠方

監視システムの

運用

継続

事業

下水道施

設維持課

システムにより、遠方から終末処理

場の状態管理を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B

縮小・縮

減の方向
変更なし

229 3-5-71

終末処理場等設

備台帳システム

の運用

継続

事業

下水道施

設維持課

終末処理場等の資産（設備）データ

を蓄積し、簡易に検索・閲覧及び修

正を行えるようにする。

実施中 運用・実施 運用・実施 システム運用 B
現状維持

の方向
変更なし

230 3-5-72

道路河川占用管

理システムの運

用

継続

事業

建設総務

課

道路及び河川の維持管理業務におい

て、道路及び河川占用許可にかかる

データの管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

システムの円滑な運

用に向け、システム

の改善を図った。

B
現状維持

の方向
変更なし
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231 3-5-73
土木積算システ

ムの運用

継続

事業

道路整備

課
土木工事の設計価格の算出を行う。 実施中 運用・実施 運用・実施

土木積算システムの

契約および運用
B

現状維持

の方向
変更なし

232 3-5-74
営繕積算システ

ムの運用

継続

事業

施設保全

課

公共建築物等の整備に係る設計書の

作成において、設計支援システムと

なる「営繕積算システムRIBCⅡ」を

用いることにより、工事における適

正な事業費の作成を行い、効率的な

事業執行を図る。

実施中 運用・実施 運用・実施

｢営繕積算システム

RIBC｣の運用、各担

当用の2ライセンス

を継続取得

B
現状維持

の方向
変更なし

233 3-5-75

病院公営企業会

計システムの運

用

継続

事業

病院経営

課

伝票管理、財務諸表の作成、企業債

償還情報の管理、固定資産台帳の管

理、予算編成などを行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

予算編成、伝票管

理、決算調製等財務

諸表の作成、固定資

産台帳管理、企業債

償還情報等の管理

B
現状維持

の方向
変更なし

234 3-5-76
勤怠管理システ

ム推進事業

継続

事業

病院総務

課

自動打刻システムの導入により、出

退勤管理及び各種データ活用による

残業・自己研鑽・休暇等の管理を行

う。

実施中 導入準備 運用・実施 打刻機の更新 C
現状維持

の方向
変更なし

235 3-5-77

ICTを活用した中

央病院診療情報

システムの管理

運用

継続

事業
医事課

電子カルテ、各部門システム等情報

システムやその通信ネットワークな

ど、中央病院における診療情報シス

テム安定運用のための管理運用を行

う。併せてセキュリティ対策も実施

する。

実施中 運用・実施 運用・実施

令和6年7月システム

更新切替を実施。

新システムの稼働が

始まった。

B
現状維持

の方向
変更なし

236 3-5-78

口座伝送システ

ムの運用（会計

室）

継続

事業
会計室

税・料の口座振替・口座振込のデー

タ伝送を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

税・料の口座振替・

口座振込のデータ伝

送サービスシステム

を運用する。

C
現状維持

の方向
変更なし

237 3-5-79

指定金融機関日

計・移替システ

ム及びOCRシス

テムの運用

継続

事業
会計室

システムによる指定金融機関日計・

移替及びOCRの運用を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

指定金融機関日計・

移替システム及び

OCRシステムを運用

する。

A
現状維持

の方向
変更なし

238 3-5-80 校務のICT化
継続

事業

学校教育

課

統合型校務支援ソフトを整備し、小

中学校教職員１人に１台校務用パソ

コンを配備する。

実施中 運用・実施 運用・実施

・校務用パソコン及

び校務支援ソフトの

効果に活用し、授業

と校務のDX化を推進

した。

B
現状維持

の方向
変更なし

239 3-5-81
学籍管理システ

ムの運用

継続

事業
学務課

学齢児童生徒の学籍の管理を行う。

また、要保護及び準要保護児童生徒

就学援助費、特別支援教育就学奨励

費の認定支給にかかる管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施 システムの継続運用 B
現状維持

の方向
変更なし

240 3-5-82
選挙管理システ

ムの運用

継続

事業

選挙管理

委員会事

務局

システムにより、投開票事務の効率

的かつ適正な管理執行を行う。
実施中 運用・実施 運用・実施

予定には無かった

が、県知事の辞職に

伴う県知事選挙およ

び衆議院の解散に伴

う衆議院議員総選挙

が実施された

B 変更なし

241 3-5-83

農地台帳管理シ

ステム及び農地

地図情報システ

ムの運用

継続

事業

農業委員

会事務局

農地台帳に記録する農地などの情報

の随時把握及び的確な補整を行う。

また、台帳管理システムと連動し

て、農地の面的把握と地図との一元

管理による事務の円滑化及び効率的

な農地管理を行う。

実施中 運用・実施 運用・実施

農地情報を的確かつ

迅速に処理し、台帳

管理業務の効率化を

行う。

B
現状維持

の方向
変更なし


